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企業理念
KDDI グループは、

全従業員の物心両面の幸福を追求すると同時に、

お客さまの期待を超える感動をお届けすることにより、

豊かなコミュニケーション社会の発展に貢献します。

「KDDIフィロソフィ」の実践による 
持続的な成長と中長期的な企業価値向上の実現
KDDIは、社会インフラを担う情報通信事業者として、24時間365日いかなる
状況でも、安定した通信サービスを提供し続けるという重要な社会的使命を
担っています。また、情報通信事業は、電波などの国民共有の貴重な財産をお借
りすることで成り立っており、社会が抱えるさまざまな課題について、情報通信
事業を通じて解決していく社会的責任があると認識しています。
この社会的使命・社会的責任を果たすため、持続的な成長と中長期的な企業価
値向上が必要不可欠であり、お客さま・株主さま・取引先さま・従業員・地域社
会など、KDDIを取り巻くすべてのステークホルダーとの対話、共創を通じて社
会的課題に積極的に取り組むことで、安心・安全でかつ豊かなコミュニケー
ション社会の発展に貢献していきたいと考えています。
また、KDDIは、社是・企業理念に加えて、役員・従業員が共有すべき考え方・価
値観・行動規範として「KDDIフィロソフィ」を制定し、グループ全体での浸透
活動を推進しています。

「KDDIフィロソフィ」の実践を、会社経営上の基本として積極的に取り組むこと
により、KDDIは、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を実現していきます。

編集方針： 財務情報・非財務情報の開示について
本統合レポートは、The International Integrated Reporting Council （IIRC: 
国際統合報告評議会）をはじめとした複数のガイドライン・フレームワークに
基づき、投資家の皆さまが特に必要とされる基礎情報・財務データ・経営戦略・
ESG情報を抽出して掲載しています。環境・社会側面の非財務情報を拡充した

「統合レポート2017（ESG詳細版）」をはじめ、本統合レポートに掲載していな
いCSR・研究開発情報などについては、当社のWEBサイトをご参照ください。
なお、当社は、2016年3月期より国際財務報告基準（IFRS）を適用しています。
本冊子において、明確な記載がないものについては、2014年3月期までは日本
基準、2015年3月期以降はIFRSに準拠した表示としています。
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将来見通しの記述について
このレポートに記載されているKDDIの将来に関する計画・戦略・確信・
期待などのうち過去の事実以外のものは、将来の業績に関する見通しの
記述であり、不確実性を含んでいるため、実際の結果と異なる場合もあり
ます。潜在的な不確実性を含むものとしては、KDDIまたはKDDIのグ
ループ会社が取引する、海外の国々における景気および為替レート、特に
米ドルに影響するものやユーロなどさまざまな外貨に関するもの、KDDI
およびグループ会社が「急速な技術革新と新サービスの安定供給ならび
に厳しい価格競争で特徴づけられた」通信市場において、新たな顧客を獲
得するための、発展的かつ魅力あるサービスを提供し続ける能力があげ
られます。

         CSR（環境・社会）
・  統合レポート2017（ESG詳細版）
・社外からの評価
・ステークホルダーエンゲージメント
・GRI対照表

http://www.kddi.com/corporate/csr/

WEB

非財務情報

         研究開発（R&D）
http://www.kddi.com/corporate/r-and-d/
WEB

         投資家情報（IR）
・有価証券報告書
・決算短信
・コーポレート・ガバナンス
・事業等のリスク
http://www.kddi.com/corporate/ir/

WEB

財務情報など
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連結業績ハイライト*1
（3月31日に終了した各決算期）

日本基準 IFRS

百万円 百万米ドル*2

KDDI連結 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2015 2016 2017 2017

営業収益／売上高 ¥3,596,284 ¥3,497,509 ¥3,442,147 ¥3,434,546 ¥3,572,098 ¥3,662,289 ¥4,333,628 ¥4,573,142 ¥4,270,094 ¥4,466,135 ¥4,748,259 $42,323

営業利益*3 400,452 443,207 443,862 471,912 477,648 512,669 663,245 741,299 665,719 832,583 912,976 8,138

営業利益率*3 11.1% 12.7% 12.9% 13.7% 13.4% 14.0% 15.3% 16.2% 15.6% 18.6% 19.2% 19.2%

EBITDA*4 769,209 904,030 927,253 936,315 908,499 959,571 1,186,069 1,292,597 1,284,553 1,410,971 1,524,207 13,586

EBITDAマージン 21.4% 25.8% 26.9% 27.3% 25.4% 26.2% 27.4% 28.3% 30.1% 31.6% 32.1% 32.1%

当期純利益／親会社の所有者に帰属する当期利益*3 217,786 222,736 212,764 255,122 238,605 241,470 322,038 427,931 395,805 494,878 546,658 4,873

設備投資額 517,002 575,072 518,034 443,677 421,568 467,020 571,799 576,197 667,714 531,434 519,365 4,629

減価償却費*3 351,269 434,623 460,940 449,318 417,886 406,726 470,098 494,570 518,708 532,442 545,177 4,859

有利子負債 571,945 874,951 1,096,778 979,630 1,046,754 977,563 1,084,966 1,002,214 1,154,116 1,235,287 1,151,650 10,265

自己資本比率／親会社所有者帰属持分比率*3 58.5% 53.7% 52.8% 55.7% 51.5% 55.1% 55.1% 57.3% 54.5% 56.3% 56.7% 56.7%

自己資本当期純利益率／親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE） 13.6% 12.6% 11.0% 12.4% 11.5% 11.2% 13.0% 14.9% 13.5% 15.5% 15.9% 15.9%

総資産営業利益率／資産合計営業利益率（ROA）*3 14.1% 14.1% 12.2% 12.4% 12.3% 12.7% 14.7% 14.5% 12.1% 14.5% 15.0% 14.8%

1株当たり当期純利益／基本的1株当たり当期利益（EPS）*3、*5（円／米ドル） 81.35 83.29 79.61 96.92 96.86 105.30 132.87 170.84 158.01 197.73 221.65 1.98

1株当たり配当金*5（円／米ドル） 17.50 18.33 21.67 23.33 26.67 30.00 43.33 56.67 56.67 70.00 85.00 0.76

配当性向 21.5% 22.0% 27.2% 24.1% 27.5% 28.5% 32.6% 33.2% 35.9% 35.4% 38.3% 38.3%

営業活動によるキャッシュ・フロー 545,234 712,231 739,992 717,354 725,886 523,908 772,207 962,249 968,752 884,538 1,161,074 10,349

投資活動によるキャッシュ・フロー*6 (557,688) (775,470) (924,442) (440,546) (484,507) (472,992) (546,257) (674,520) (635,745) (667,917) (637,225) (5,680)

フリー・キャッシュ・フロー*6、*7 (12,454) (63,240) (184,450) 276,808 241,379 50,916 225,950 287,729 333,006 216,621 523,849 4,669

財務活動によるキャッシュ・フロー*6 (104,410) 191,490 149,239 (279,998) (225,931) (140,249) (105,643) (224,862) (310,528) (299,003) (485,784) (4,330)

連結従業員数（名） 15,865 16,967 18,301 18,418 19,680 20,238 27,073 28,172 28,456 31,834 35,032 35,032

女性管理職数*8（名） 44 47 59 92 113 124 140 177 177 251 270 270

連結外国人従業員数（名） — — — — — — 2,630 2,624 2,624 4,380 4,423 4,423

CO2排出量*9（t） 1,028,160 1,061,746 1,181,403 1,108,282 1,218,659 1,049,422 939,502 1,044,357 1,044,357 1,081,553 1,067,085 1,067,085

電力消費量*10（MWh） 1,849,970 1,910,356 2,126,440 1,995,042 2,190,787 1,885,703 1,686,480 1,873,293 1,873,293 1,939,115 1,913,023 1,913,023

*1 日本基準とIFRS（2016年3月期より適用）で表記が異なる場合は、「日本基準／IFRS」で記載
*2 米ドル金額は、便宜上、1米ドル=112.19円（2017年3月31日実勢レート）にて換算
*3 2016年3月期に行った企業結合について、暫定的な会計処理を行っていたが、2017年3月期に確定。これに伴い、2016年3月期の数値を変更
*4 2013年3月期、2015年3月期においてEBITDA算出式を以下のとおり変更 

2012年3月期まで ： EBITDA ＝ 営業利益 ＋ 減価償却費 + 固定資産除却費 
2015年3月期まで（日本基準）： EBITDA ＝ 営業利益 ＋ 減価償却費 + のれん償却額 + 固定資産除却費 
2015年3月期以降（IFRS）： EBITDA ＝ 営業利益 ＋ 減価償却費 + 固定資産除却費 + 減損損失
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日本基準 IFRS

百万円 百万米ドル*2

KDDI連結 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2015 2016 2017 2017

営業収益／売上高 ¥3,596,284 ¥3,497,509 ¥3,442,147 ¥3,434,546 ¥3,572,098 ¥3,662,289 ¥4,333,628 ¥4,573,142 ¥4,270,094 ¥4,466,135 ¥4,748,259 $42,323

営業利益*3 400,452 443,207 443,862 471,912 477,648 512,669 663,245 741,299 665,719 832,583 912,976 8,138

営業利益率*3 11.1% 12.7% 12.9% 13.7% 13.4% 14.0% 15.3% 16.2% 15.6% 18.6% 19.2% 19.2%

EBITDA*4 769,209 904,030 927,253 936,315 908,499 959,571 1,186,069 1,292,597 1,284,553 1,410,971 1,524,207 13,586

EBITDAマージン 21.4% 25.8% 26.9% 27.3% 25.4% 26.2% 27.4% 28.3% 30.1% 31.6% 32.1% 32.1%

当期純利益／親会社の所有者に帰属する当期利益*3 217,786 222,736 212,764 255,122 238,605 241,470 322,038 427,931 395,805 494,878 546,658 4,873

設備投資額 517,002 575,072 518,034 443,677 421,568 467,020 571,799 576,197 667,714 531,434 519,365 4,629

減価償却費*3 351,269 434,623 460,940 449,318 417,886 406,726 470,098 494,570 518,708 532,442 545,177 4,859

有利子負債 571,945 874,951 1,096,778 979,630 1,046,754 977,563 1,084,966 1,002,214 1,154,116 1,235,287 1,151,650 10,265

自己資本比率／親会社所有者帰属持分比率*3 58.5% 53.7% 52.8% 55.7% 51.5% 55.1% 55.1% 57.3% 54.5% 56.3% 56.7% 56.7%

自己資本当期純利益率／親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE） 13.6% 12.6% 11.0% 12.4% 11.5% 11.2% 13.0% 14.9% 13.5% 15.5% 15.9% 15.9%

総資産営業利益率／資産合計営業利益率（ROA）*3 14.1% 14.1% 12.2% 12.4% 12.3% 12.7% 14.7% 14.5% 12.1% 14.5% 15.0% 14.8%

1株当たり当期純利益／基本的1株当たり当期利益（EPS）*3、*5（円／米ドル） 81.35 83.29 79.61 96.92 96.86 105.30 132.87 170.84 158.01 197.73 221.65 1.98

1株当たり配当金*5（円／米ドル） 17.50 18.33 21.67 23.33 26.67 30.00 43.33 56.67 56.67 70.00 85.00 0.76

配当性向 21.5% 22.0% 27.2% 24.1% 27.5% 28.5% 32.6% 33.2% 35.9% 35.4% 38.3% 38.3%

営業活動によるキャッシュ・フロー 545,234 712,231 739,992 717,354 725,886 523,908 772,207 962,249 968,752 884,538 1,161,074 10,349

投資活動によるキャッシュ・フロー*6 (557,688) (775,470) (924,442) (440,546) (484,507) (472,992) (546,257) (674,520) (635,745) (667,917) (637,225) (5,680)

フリー・キャッシュ・フロー*6、*7 (12,454) (63,240) (184,450) 276,808 241,379 50,916 225,950 287,729 333,006 216,621 523,849 4,669

財務活動によるキャッシュ・フロー*6 (104,410) 191,490 149,239 (279,998) (225,931) (140,249) (105,643) (224,862) (310,528) (299,003) (485,784) (4,330)

連結従業員数（名） 15,865 16,967 18,301 18,418 19,680 20,238 27,073 28,172 28,456 31,834 35,032 35,032

女性管理職数*8（名） 44 47 59 92 113 124 140 177 177 251 270 270

連結外国人従業員数（名） — — — — — — 2,630 2,624 2,624 4,380 4,423 4,423

CO2排出量*9（t） 1,028,160 1,061,746 1,181,403 1,108,282 1,218,659 1,049,422 939,502 1,044,357 1,044,357 1,081,553 1,067,085 1,067,085

電力消費量*10（MWh） 1,849,970 1,910,356 2,126,440 1,995,042 2,190,787 1,885,703 1,686,480 1,873,293 1,873,293 1,939,115 1,913,023 1,913,023

 *5 2012年10月1日、2013年4月1日ならびに2015年4月1日を効力発生日として実施した株式分割調整後の数値。あわせて、過年度も分割調整後の数値を記載
 *6 数値における（　）表記はマイナス
 *7 営業活動によるキャッシュ・フロー ＋ 投資活動によるキャッシュ・フロー
 *8 KDDI在職中の正社員に加え、KDDI社外へ出向している正社員を含む
 *9 単体ベースの電力消費量と燃料消費量が対象
*10 単体ベース
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連結業績ハイライト
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お客さま体験価値を提供する
「ライフデザイン企業」への
変革を加速し、
持続的な利益成長と
株主還元の強化を通じて、
企業価値のさらなる向上を目指します。

KDDI株式会社 代表取締役社長
田中　孝司
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当社は、2017年3月期から2019年3月期までの3年
間の中期目標として、お客さま体験価値を提供する「ラ
イフデザイン企業」への変革を掲げ、「国内通信事業の持
続的成長」、「au経済圏の最大化」、「グローバル事業の積
極展開」の3つの事業戦略に基づき、「持続的な利益成長
と株主還元強化の両立」を目指しています。

また、株主還元については、1株当たり配当金を前期比
15円増配となる85円とし、配当性向は38.3％まで上昇
しました。さらに、約1,000億円の自己株式取得も実施
したことにより、総還元性向は56.5％となりました。

〉〉〉国内通信事業を取り巻く環境の変化
2017年3月期は、国内通信市場を取り巻く事業環境

が大きく変化した1年でもありました。国内通信市場に
おいては、モバイル各社が提供するサービスなどの同質
化やMVNO*各社による格安SIMサービスの普及に加
え、総務省による端末販売の適正化などに関するガイド
ライン施行などの制度面の変化もあり、モバイル各社が
従来行ってきたビジネスモデルは大幅な見直しを迫られ
ることとなりました。また、モバイル各社が新たな収益
源の確保に向けて通信以外の分野へ事業領域を拡大する
一方、MVNOの拡大に伴いさまざまな企業がモバイル市
場に参入することで、業種の垣根を越えた競争の時代に
突入しています。

こうした状況のもと、当社は、3つの事業戦略に沿っ
て、さまざまな取り組みを着実に実行しました。
* 仮想移動体通信事業者（Mobile Virtual Network Operator）

2019年3月期に向けた中期目標初年度

国内通信事業の持続的成長と新たな成長軸の確立へ

新たな成長ステージに向けた取り組みを推進

持続的な利益成長と株主還元強化を両立

中期目標のフレームワーク

2017年3月期ハイライト

*取得株数：31,650,800株　取得期間：2016/5/13～2016/9/13

中期目標の初年度である2017年3月期は、国内通信
事業におけるモバイル通信料収入の増加をはじめ、auの
お客さま基盤をベースに通信以外のさまざまなサービス
を提供するバリューセグメントや法人のお客さま向けに
多様なソリューションサービスを提供するビジネスセグ
メントも好調に推移するなど、国内事業が増益を牽引し
ました。また、ライフデザイン企業への変革に向け、電力
小売販売の開始や、金融サービスおよびコマースの大幅
拡充など、ライフデザイン事業の強化にも注力しました。

この結果、業績面におきましては、売上高4兆7,483
億円（前期比6.3％増）、営業利益9,130億円（前期比
9.7％増）となり、中期目標の初年度として順調なスター
トを切ることができました。

“3M戦略”

お客さま体験価値を提供するビジネスへ

“ライフデザイン戦略”

お客さま基盤の拡大
成長起点

国内通信事業

営業利益

利益
成長

株主
還元

営業利益

■ 営業利益　前期比 +9.7%
■ 国内事業の増益
■ ライフデザイン事業の強化

■ 1株当たり配当金85円
■ 約1,000億円の自己株式取得を実施*
■ 発行済株式総数の5%超過分を消却済

配当性向

au経済圏流通総額

自己株式取得

成長に向けたM&A

自己株式の消却

国内通信事業の持続的成長

年平均成長率 7%

業績・オペレーション

株主還元・資本政策

35%超

2019年3月期 2兆円超

成長投資とのバランスにより実施

3年間累計 5,000億円規模

発行済株式総数の5%を目安とし超過分
を消却

ライフデザイン事業 au経済圏の最大化

グローバル事業 グローバル事業の積極展開
2013

2014

2015

2016

2017

2018新たな中期目標

15.3期 17.3期

6,657

8,326
9,130

（億円）

16.3期

前期比
+9.7％
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（1）国内通信事業の持続的成長
国内通信事業においては、引き続き、お客さま数（ID）

およびお客さま1人当たり売上（ARPA）の拡大を通じた
通信料収入の最大化を目指していきます。

2016年3月期までの3年間は、フィーチャーフォンか
らスマートフォンへのシフトを背景に、国内事業戦略の
柱である「3M戦略（マルチネットワーク・マルチデバイ
ス・マルチユース）」を具現化したサービス「auスマート
バリュー（モバイルと固定通信のセット割引サービス）」
および「auスマートパス（auスマートフォン向け付加価
値サービス）」の推進により、お客さま基盤を拡大するこ
とができました。

しかし、2017年3月期に入ると、事業環境の変化など
を背景にMNO3社間でのお客さまの流動が縮小すると
ともに、MVNO市場の拡大もあり、お客さま基盤の拡大
は困難な状況となりました。このような環境変化を踏ま
え、当社は、新たな取り組みに着手しました。

〉〉〉「モバイルID数」の拡大に向けて
MVNOの普及が進む市場環境への対応として、グ

ループ会社のUQコミュニケーションズ株式会社や株式
会社ジュピターテレコムなどがそれぞれUQ mobile、
J:COM MOBILEのブランドで展開するMVNO事業に
おいて、各社それぞれの強みを活かした独自の取り組み
により、新たなお客さまの獲得に努めています。

また、お客さま基盤の拡充に向けて、2017年1月に、
インターネット接続サービス事業やMVNO事業、FTTH
事業などを展開しているビッグローブ株式会社を完全子
会社化しました。これにより、グループ全体としてのお
客さま数の増加と、新たなお客さま接点の獲得を実現し
ました。

こうした取り組みの結果、「au契約者数」とグループ会
社の「MVNO契約数」を合算した「モバイルID数」は、前
期末比約23万増となりました。引き続き、au＋MVNO
ベースでの「モバイルID数」の拡大を図っていきます。

〉〉〉「auのリテンション強化」に向けて
中期目標の事業運営方針として掲げている「お客さま

体験価値を提供するビジネスへの変革」に向けた取り組
みのひとつとして、2016年8月より、auのお客さま向け
の無料会員制プログラム「au STAR」を開始しました。au 
STARでは、長期的にauとお付き合いいただけるよう
3つの特典を用意しており、そのうち、長期利用特典「au 
STARロイヤル」では、auのご利用年数とデータ定額料に
応じて、毎月「WALLETポイント」を還元いたします。こ
の「WALLETポイント」をau経済圏において循環させる
ことにより、auのリテンション強化とau経済圏の最大
化を図っていきます。

また、お客さまサポートの面においても、ご自宅への訪
問もしくは電話と遠隔操作により快適なご利用をお手伝
いするサービス「auスマートサポート」の提供など、au
ならではの充実したお客さまサポートに注力しました。

さらに、2017年7月には、auのお客さまのMVNO市
場への流出対策として、新料金プランの提供を開始しま
した。安価な月額料金を志向されるお客さまや、データ
利用状況に関係なく端末を長期間利用されるお客さまを
中心に、幅広い層にとってメリットを享受していただけ
るプランであり、auのリテンション強化につながること
を期待しています。

今後も、お客さまに選んでいただける企業となるため、
こうした取り組みを着実に推進していくことにより、お客
さま体験価値の提供に努めていきます。

2019年3月期に向けた中期目標初年度

グループ全体でモバイルID数の増加を目指す

2,578万 2,602万

16.3期 17.3期2017年3月末
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（2）au経済圏の最大化
これまでは、国内モバイル市場の拡大やスマートフォン

浸透率の上昇を背景に、厳しい競争環境の中でも大幅な
利益成長を実現してまいりましたが、その牽引役であった
国内通信事業が安定成長期に移行する中で、通信以外の
領域において新たな成長軸を確立させるために、「au経済
圏の最大化」を目指しています。当社は、その実現のため
に、厳格な本人確認を通じてご契約いただいているauの
強固なお客さま基盤と決済プラットフォーム（auかんた
ん決済、au WALLET）をベースに、日常生活に密着するさ
まざまなサービスを、お客さまのライフステージに応じて
総合的に提案するライフデザイン事業を本格展開してい
きます。なお、お客さまとのタッチポイントにおいては、
オンラインの「auスマートパス」「au STAR」とオフライン
の実店舗である「auショップ」を保有しており、さらなる
強化を通じた「オムニチャネル化」を推進していきます。

〉〉〉IoTを活用する新たなビジネスの創出
今後の成長分野であるIoTへの取り組みにも注力して

います。2016年6月に、トヨタ自動車株式会社とコネク
ティッドカーに関するパートナーシップ協定を締結しま
した。現在は、高品質で安定した通信をグローバル規模
で提供するための「グローバル通信プラットフォーム」
の構築を進めており、他の事業者さまも利用可能なオー
プンプラットフォームとして、普及を目指します。

また、IoTを活用した新たなサービスの提供も開始しま
した。例えば、2017年2月に発表した「KDDI IoTクラウ
ド ～トイレ節水管理～」は、人感センサーなどの活用に
より、水量を自動コントロールすることで、トイレの節
水管理を可能とします。

さらに、IoT時代における通信事業者としての新たなビ
ジネスモデル構築に向けて、さまざまな基盤の整備も行
いました。クラウドの導入設計から早期構築、保守まで
を一貫して行うクラウド関連事業などに強みを持つアイ
レット株式会社の連結化や、データアナリティクスにお
いて豊富な知見を有するアクセンチュア株式会社との合
弁で株式会社ARISE analyticsを設立するなど、IoTビジ
ネスの本格展開に向けた準備を着実に進めています。

あらゆるモノとインターネットがつながるIoT時代の
到来に向け、当社グループの総力を結集し、IoTを活用す
る新たなビジネスの創出を推進することで、あらゆる産
業分野における法人のお客さまの事業成長に貢献してい
きたいと考えています。

〉〉〉au経済圏流通総額2兆円超に向けて
2017年3月 末 に、「auス マ ー ト パ ス*」会 員 数 が

1,500万を突破し、「au WALLET（プリペイドカード＋
クレジットカード）」のカード発行枚数は2,000万枚超
まで拡大しました。
* auスマートパス + auスマートパスプレミアム

IoTを活用する新たなビジネス創出を推進

“ライフデザイン事業”を本格展開

オフラインの決済手段の導入により、決済手数料収入を拡大

法人のお客さまビジネスへの貢献

au経済圏の最大化に向けて
コネクティッドカー KDDI IoT クラウド

カード有効発行枚数

～トイレの空室管理・節水管理～～グローバル規模で基盤を構築～

生保
損保
生保
損保

住宅
ローン
住宅
ローン IoTIoT物販物販オンライン

コンテンツ
オンライン
コンテンツ エネルギーエネルギー

ライフデザイン

ビッグデータポイント還流
プラットフォーム

ID・決済
プラットフォーム

オンライン 全国のauショップ
約2,500店舗

ケータイ
スマホ
ケータイ
スマホ

CATV/
FTTH
CATV/
FTTH

17.3期末16.3期末

決済手数料収入

クレジットカード
プリペイドカード

ポイントの価値向上
による解約抑止

買い物に使えて ポイントも貯まる
1,790

2,080

140
220

1,650 1,860

（万）

クレジットカード
（2014年10月開始）

プリペイドカード
（2014年5月開始）

トヨタスマートセンター（TSC）

グローバル送信プラットフォーム
通信回線の統合管理・監視

Y国 Z国X国

Y国通信事業者 Z国通信事業者X国通信事業者
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（3）グローバル事業の積極展開
国内市場における長期的な課題である、少子高齢化・

人口減少の進行に伴う市場規模の縮小を見据え、グロー
バル事業を新たな成長軸として確立させる必要があると
考えています。

当社のグローバル事業は、主に新興国において個人の
お客さま向けに通信事業を展開する「グローバルコン
シューマ事業」と、データセンターを核とし、全世界を結
ぶ大容量かつ信頼性の高いネットワーク、ICT環境を提
供するシステムインテグレーションを一括で海外の法人
のお客さまに提供する「グローバルICT事業」の2つを主
力事業として展開しています。

2017年3月期においては、期初の想定を上回る円高
の影響に加え、今後の成長が見込めないと判断した一部
の低採算事業を整理したことなどにより、グローバル事
業は前期比で減収減益となったものの、新たな成長軸の
確立に向けた取り組みを着実に推進しました。

また、au経済圏の拡大に向けたライフデザイン事業の
強化として、2016年4月の電力小売自由化に伴い提供を
開始した「auでんき」、グループ企業との連携によるau
ブランドの金融サービス「auのほけん・ローン」、さら
に、物販においても、当社が厳選したプレミアムな商品
を提供する「au WALLET Market」、2016年3月に連結
化したジュピターショップチャンネル株式会社による
TVショッピングサービス、新たなショッピングモール

「Wowma!」などのさまざまなライフデザインサービス
を新たに展開するとともに、さまざまなサービスと

「WALLETポイント」の連携も推進しました。
「WALLETポイント」は、au携帯電話をはじめとする通

信料金の支払いや「au STARロイヤル」による毎月の還
元に加え、「au WALLET」によるお買い物代金の支払い
に応じた還元など、あらゆる機会を通じて貯まっていき
ます。そして、貯まったポイントは、auの端末購入や通
信料金の支払いに加えて、au WALLETクレジットカー
ドの請求額への充当や、au WALLETプリペイドカード
にチャージし、MasterCard®加盟店世界約4,330万店
舗*において現金同様にご利用いただくことも可能です。
利便性の高いWALLETポイントを、お客さまのさまざま
な生活シーンでご利用いただき、au経済圏の中での好循
環の創出を図ることにより、au経済圏流通総額の拡大に
つなげていきたいと考えています。

以上の取り組みの結果、2017年3月期のau経済圏流
通総額は1兆2,800億円となり、計画を上回る順調な推
移となりました。

引き続き、魅力あるサービスの拡充と提案に努め、
2019年3月期におけるau経済圏流通総額2兆円超の達
成を目指します。
*（出典）店舗数：Nilson Report 2016年9月号。一部、利用不可の店舗あり

2019年3月期に向けた中期目標初年度

WALLETポイントの還流によるau経済圏の拡大

MasterCard®

加盟店 世界約
4,330万店舗*
で使える

MasterCard®

加盟店 世界約
4,330万店舗*
で使える

コマースコマース通信
サービス
通信
サービス

エネルギーエネルギー

ポイントポイント ポイントポイント

ポイントポイントポイントポイント

オンライン
コンテンツ
オンライン
コンテンツ 金融金融

等

auライフデザイン

ミャンマー・モンゴルの通信事業強化と
欧州を中心としたデータセンター事業の推進

グローバル事業の積極展開に向けて

サービス拡充／営業体制の
強化、LTEの本格展開

Speedtestの
Ookla社が認定

ネットワーク速度
No.1

欧州を中心とした高品質な
データセンター事業の展開

LTEエリアの拡大
ポストペイドへの移行促進

au経済圏流通総額

7,300億円

1.28兆円

1.7兆円

16.3期 17.3期 18.3期（予）

TELEHOUSE LONDON 
Dockland North Two



KDDI CORPORATION　統合レポート 2017 11

モンゴル通信事業においても、連結子会社のMobiCom 
Corporation LLC（モビコム）において、2016年5月に
首都ウランバートル市内で4G LTEサービスを開始する
など、成長に向けた取り組みを推進しています。

引き続き、ミャンマーおよびモンゴルにおいて、お客
さまから選ばれ続ける現地No.1の総合通信事業者を目
指すとともに、成長余地のあるアジア新興国をターゲッ
トエリアとして、新たなビジネスチャンスを求めていき
ます。

〉〉〉欧州を中心としたデータセンター事業の基盤強化・拡充
世界13の国・地域、24都市、48拠点で展開している

「TELEHOUSE（テレハウス）」ブランドのデータセンター
事業は、最高水準の接続性・高信頼性・高品質を誇るデー
タセンターとして、国内外のお客さまより大変高い評価
をいただいています。特に、ロンドンにおいては、イギリ
ス最大級の接続数を誇るデータセンターを運営しており、
最新鋭の環境技術を導入した「TELEHOUSE LONDON 
Docklands North Two」を2016年11月に全面開業す
るなど、事業基盤の強化・拡充を図りました。

引き続き、特に競争力ある欧州でのサービスを中心に、
高品質サービスの提供を推進していきます。

〉〉〉新興国における通信事業の発展に向けた取り組み
2014年に参入したミャンマー通信事業においては、

日本で培ったコンシューマ事業の経験や技術を活用する
ことにより、携帯電話基地局の増設、高速データ通信
ネットワークのエリア拡大、エリア最適化による通信品
質の向上などに取り組みました。こうした取り組みの結
果、ミャンマー国営郵便・電気通信事業体（MPT）との共
同事業運営契約締結時（2014年7月末）に約600万加入
であったモバイル契約者数は、約2,400万加入（2017年
6月時点）まで増加し、ARPUについても、競合他社との
競争激化に伴い下落傾向が続いていた状況から、2017
年3月期以降は安定化傾向にあります。

さらに、2017年5月に、新たに割り当てられた1.8GHz
帯を用いて、ミャンマーの通信事業者としては初の4×
4MIMO対応LTEサービスを開始しました。まず、ミャン
マー3大都市であるヤンゴン・マンダレー・ネピドーに
おいてサービスを開始しており、同9月末までに全国の
主要30都市を提供エリアとしてカバーする予定です。
ミャンマーでは、SNSや動画配信サービスの利用ニーズ
が高まってきており、高速通信の特性を活かしたリッチ
コンテンツの普及によるデータARPU上昇効果を期待し
ています。
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中期目標2年目である2018年3月期は、3つの事業戦
略をさらに推進し、「ライフデザイン企業への変革」を加
速させていきます。

2018年3月期の営業利益予想は、前期比4.1％増益と
なる9,500億円としており、中期目標で掲げている
CAGR（年平均成長率）＋7％を下回りますが、これは、持
続的成長に向けた戦略的コストと位置づける総額約500
億円を計画に織り込んでいることに起因しています。そ
の主な使途としては、国内モバイル事業における大幅な
環境変化を踏まえ、auのさらなるリテンション強化に取
り組むほか、ライフデザイン企業への変革に向け、コ
マース事業の強化や販路改革などにも本格的に取り組む
予定です。

当社は、2019年3月期までの中期目標の達成に加え、
2020年3月期以降においても持続的成長を実現してい
くために、環境変化に迅速に対応しつつ、必要な施策を
講じていきます。

「株主還元」については、財務面の健全性を維持しつ
つ、安定的な配当を継続していくことを会社の基本方針
としています。2019年3月期までの3年間においては、
配当性向「35%超」を最低限のコミットメントとして、持
続的な利益成長に伴うEPS成長との相乗効果により、今
後も増配を継続していきます。2018年3月期は、前期比
5円増配・配当性向39.2％となる1株当たり年間配当金
90円を予定しており、16期連続増配を目指します。

〉〉〉キャッシュ・アロケーションと株主還元方針
キャッシュの使途については、持続的な利益成長を実

現するための成長投資を最優先に考えており、競争力の
維持・強化を目的とした設備投資と、今後の新たな成長
軸と位置づけている「au経済圏の最大化」および「グロー
バル事業の積極展開」に資するM&Aを中心に、着実に実
施していきます。

2018年3月期においては、LTEの品質向上およびエリ
ア拡大を中心に5,300億円の設備投資を見込んでおり、
中期的にも同水準でコントロールしていくつもりです。

一方、事業成長に向けたM&Aについては、2019年3
月期までの「3年間累計5,000億円規模」に基づき、さま
ざまな領域においてグループの競争力を強化するため
に、M&Aや業務提携を積極的に推進し、新たなノウハウ
の獲得やお客さま基盤の拡大などを図っています。引き
続き、あらゆる成長機会やリスク要素などを見極めた上
で投資判断を行っていきます。

中期目標2年目「ライフデザイン企業」に向けて変革を加速

中期目標達成に向けて「変革」を加速

提携・出資により新たなノウハウやお客さま基盤を獲得

中期目標1-2年目のポイント

ライフデザイン事業における提携・出資

お客さま体験価値を提供するビジネスへ

国内通信事業 KDDIグループのお客さま基盤である
au＋MVNOベースでの「モバイルID数」を拡大

ライフデザイン事業
①M&Aにより新たなノウハウやお客さま基盤を獲得
②IoTビジネスの創出を目指した取り組みを強化

グローバル事業 ①アジア新興国におけるモバイル事業を推進
②データセンターの高品質化を推進

営業利益

CAGR 7%成長に向けて
着実に進捗

通期推移

17.3期16.3期 19.3期

8,326
9,130 9,500

（億円）

18.3期
（中期目標）（通期予想）

CAGR 7%

マネジメントメッセージ

コマース

ネット・メディア

イネイブラー
システム & 

プラットフォーム

お客さま基盤
タッチポイント

サービス

現在

金融サービス

(注)2017年3月期決算説明会プレゼンテーション資料より抜粋
時期についてはおおよそのイメージです
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KDDIは、「KDDIフィロソフィ」の実践を通じて、すべ
てのステークホルダーの皆さまから愛され、信頼される
企業を目指しています。KDDIには、社会インフラを担う
通信事業者として、24時間365日いかなる状況でも、安
定したサービスを提供する重要な社会的使命がありま
す。通信事業は、電波など国民共有の貴重な財産をお借
りすることで成り立っているだけに、社会が抱えるさま
ざまな課題に対しても、高い志を持って、貢献していく
社会的責任があると認識しています。このような企業と
しての姿勢、従業員の持つべき考え方をまとめたものが

「KDDIフィロソフィ」であり、そこにCSR経営の原点が
あると私は考えています。

また近年、事業のグローバル展開を積極的に進めてい
く中で、各事業部門の連携強化とシナジー発揮のために、
全従業員が共通の価値観を持って行動することが不可欠
であると実感しています。KDDIは2013年の改定を機
に、本フィロソフィの浸透に向けて、国内外の従業員に
向けて啓発活動を行っています。今後も「KDDIフィロソ
フィ」を全従業員が共有し、一丸となって使命を遂行す
ることでCSR経営を推進していきます。

CSR経営の原点が「KDDIフィロソフィ」です

2018年3月期も、中期目標の達成に向けた施策を着
実に実行し、引き続き「増収増益」を目指します。

我々は、当社を取り巻く事業環境が厳しさを増す中に
おいても、持続的成長に向けて果敢に挑戦し、お客さまの
期待を超える体験価値を提供する「ライフデザイン企業」

への変革を加速させていきます。これまで以上にスピー
ド感をもって、全社が一丸となって取り組んでいくこと
により、引き続き企業価値の向上を目指していきます。

最後に

また、成長投資とのバランスに応じた自己株式の取得
も実施していきます。2018年3月期は、2期連続となる
1,000億円の自己株式取得を発表しています。なお、自
己株式については、発行済株式総数の5%を目安とし、超
過分については定期的に消却する方針としており、2017
年5月17日に、発行済株式総数に対する「1.27％」相当
を消却しました。

KDDI株式会社 代表取締役社長

※  株式分割調整後の数値

18.3期に16期連続増配を予定

1株当たり配当金
6,657

（円）

02.3期 03.3期 04.3期 05.3期 06.3期 07.3期 08.3期 09.3期 10.3期 11.3期

（予）

12.3期 13.3期 14.3期 15.3期 16.3期 17.3期 18.3期

1.49 1.49 2.00
4.00 5.83 7.50 8.33 9.17 9.17 10.83 12.50 14.17 20.00

26.67 30.00
40.00

45.00

1.49 2.00 4.00 5.83
7.50 8.33 9.17 9.17

1.671.67
1.671.67

10.83 12.50 14.17 15.83

23.33

30.00

35.00

70.0

45.00
45.00

5.00

85.0
90.0期末配当

記念配当
中間配当
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2000年10月
・  株式会社ディーディーアイ
（KDDI）発足

・  奧山雄材が社長に就任

2002年4月
・  第三世代携帯電話サービス開始

1989年
・  データセンター「TELEHOUSE」提供開始

2001年6月
・  小野寺正が

社長に就任

2003年10月
・  au Design project 

第1弾「INFOBAR」発売
・  光ファイバーサービス（FTTH） 
「KDDI光プラス」開始
2003年11月
・  CDMA 1X WIN提供開始
・  業界初のパケット定額制導入

2006年10月
・  携帯電話番号ポータ

ビリティ（MNP）開始
2007年1月
・  東京電力株式会社との

FTTH事業を統合

2008年4月
・  中部テレコミュニ 

ケーション株式会社
（ctc）を連結子会社化

*1　3月31日に終了した各決算期の業績。2014年3月期までは日本基準。2015年3月期からはIFRS（国際財務報告基準）
*2　2000年10月末日～2017年3月末日終値ベース
*3　  Revenue Generating Units：収益獲得単位数のこと。各世帯で加入しているケーブルテレビ、高速インターネット接続および電話サービスのそれぞ

れが1RGUとなる
*4　株式会社NTTドコモ、ソフトバンク株式会社、当社（au）による3社間のシェア

（■営業利益：億円）*1

KDDIの価値の源泉

2008年7月
・  ソフトバンクモバイル株式会社が

日本初のiPhoneを発売

2010年12月
・  田中孝司が

社長に就任

2009年7月
・  UQコミュニケー 

ションズ株式会社 
「UQ WiMAX」 
商用サービス開始

2011年10月
・  KDDI初となる

iPhoneを発売
2012年3月
・  「auスマートバリュー」
「auスマートパス」 
提供開始

3ヵ年中期目標
（2014年3月期～2016年3月期）

営業利益　毎期2桁成長
配当性向　30%超

au経済圏の最大化

グローバル事業の
積極展開

国内通信事業の
持続的成長

2012年9月
・  「au 4G LTE」 

提供開始

KDDIは、2000年10月の発足以降、モバイル・固定の両通信サービスを提供する総合通信事業者としての強みを生か
し、着実に事業成長を図ってきました。

その結果、営業利益は2017年3月期において9,130億円まで拡大し、発足以降16期連続増益を実現しています。

2004年3月期～2008年3月期  
au純増シェア*4において5期連続No.1
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*5　MPT：ミャンマー国営郵便・電気通信事業体
*6　J.D. パワー 2016年日本携帯電話サービス顧客満足度調査。日本国内在住の携帯電話利用者計31,200名からの回答による
*7　J.D. パワー 2016年日本モバイルデータ通信サービス顧客満足度調査。調査はデータ通信専用端末の個人利用者計2,750名からの回答による
*8　  J.D. パワー 2016年日本法人向け携帯電話・PHSサービス顧客満足度調査。携帯電話・PHSサービスを提供する事業者に関して従業員100名以上の企

業2,449社から3,085件の回答を得た結果による（1社につき最大2事業者の評価を取得）

（3月31日に終了した各決算期）

モバイル通信・固定通信の双方
で強固なお客さま基盤を保有

（2017年3月末現在）

オンライン・オフライン双方で
タッチポイントを保有

（2017年3月末現在）

発足以降、業界初のサービス、
KDDI独自の取り組みを積極的
に展開

au契約者数 2,514万契約

MVNO契約数 87万契約

FTTH 408万契約

ケーブルテレビ 529万RGU*3

 対象世帯数

全国約2,500のauショップ

1,522万のauスマートパス会員

▪  2003年10月 
au Design project第1弾 

「INFOBAR」発売
▪  2003年11月 
「CDMA 1X WIN」開始

▪  2012年3月 
「auスマートバリュー」 
「auスマートパス」開始

2016年、個人・法人双方の
サービスでお客さま満足度
No.1を獲得

2013年9月
・  株式会社NTTドコモ初

となるiPhoneを発売

2013年4月
・  株式会社ジュピターテレコム
（J:COM）を連結化

3ヵ年中期目標
（2017年3月期～2019年3月期）

営業利益 年平均成長率 7% /
au経済圏流通総額 2兆円超

配当性向 35%超 / 
自己株式の取得・消却

2014年5月
・  「au WALLET」 

提供開始

2014年7月
・  ミャンマー通信事業開始に向

けて、MPT*5・住友商事株式会
社と共同事業契約を締結

2015年8月
・  「au WALLET 

Market」提供開始

2017年1月
・  「Wowma!」

提供開始

2016年3月
・  MobiCom Corporation 

LLC（モビコム） 
連結子会社化

2014年5月
・  日本初の「キャリアアグリ

ゲーション」技術を導入

2020年
・  5G商用利用

開始（予定）

（ 時価総額：兆円）*2

先進性

タッチポイント

お客さま基盤

ブランド力

J.D. パワー
“携帯電話サービス
顧客満足度No.1”*6

J.D. パワー
“モバイルデータ通信
サービス顧客満足度

No.1”*7

J.D. パワー
“法人向け携帯電話・

PHSサービス 
顧客満足度No.1”*8
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KDDIの価値創造サイクル
KDDIの価値の源泉は、当社が発足以降構築してきた「お客さま基盤」「タッチポイント」「先進性」「ブランド力」の4つ

に集約されると考えています。
これらの4つの価値の源泉をさらに磨き上げるとともに、当社の経営資本を最適配分することでKDDIの企業価値の最

大化を図り、2019年3月期を最終年度とする中期目標の達成を目指します。

財務資本
資金調達

製造資本
通信設備・システム・インフラ

知的資本
ブランド力・研究開発

人的資本
人財

社会・関係資本
地域・コミュニティ

INPUT

2016 2018（予）
（次年度）

2019（予）
（最終年度）

8,326

9,500

前期比
+4.1％（予）

2017
（初年度）

9,130

前期比
+9.7％

［営業利益］ （億円）

2016 2018（予）
（次年度）

2019（予）
（最終年度）

0.73

1.70

2017
（初年度）

1.28

2.00
［au経済圏流通総額］ （兆円）

（3月31日に終了した各決算期） （3月31日に終了した各決算期）

　　　営業利益 年平均成長率 7%　　　　　au経済圏流通総額2兆円超
持続的な利益成長

経営戦略

コーポレート・ガバナンス P.24

P.06

タッチポイント

お客さま基盤

ビジネス
モデルの
推進力

4つの価値の源泉に
経営資本を最適配分

中期目標（2017年3月期~2019　　　　年3月期）の達成に向けて P.06
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  配当性向　■■1株当たり配当額 （3月31日に終了した各決算期）

2016 2018（予）
（次年度）

70.0

90.0

2017
（初年度）

85.0

［配当性向／一株当たり配当額］

（円）

35.4%
39.2%38.3%

（3月31日に終了した各決算期）

OUTPUT

キャッシュ・フローの創出
財務資本

P.12

安定した情報通信サービスの提供
ライフデザイン事業の強化

製造資本
P.32

P.18

auブランドの強化
IoT事業への取り組み

知的資本
P.45

P.20

ダイバーシティの推進
次世代リーダーの育成

人的資本 P.34

安心・安全な情報通信社会の実現
「KDDI GREEN PLAN 2017–2030」

社会・関係資本
P.33
P.36

　　　　　 配当性向 35%超　　　　　　　　 自己株式の取得・消却
株主還元強化

自己株式の取得
2017 2018（予定）

取得総額：約1,000億円 取得総額：1,000億円（上限）

取得株数：約3,165万株 取得株数：4,100万株（上限）

取得期間：  2016年5月13日 
～9月13日

取得期間：  2017年5月12日 
～9月22日

自己株式の消却
2017 2018（予定）

消却株数：約7,040万株 消却株数：約3,328万株

消 却 日：2016年5月18日 消 却 日：2017年5月17日

経営戦略

コーポレート・ガバナンス

ブランド力

先進性

中期目標（2017年3月期~2019　　　　年3月期）の達成に向けて P.06
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有効発行枚数*2：  プリペイドカード 1,860万枚 
クレジットカード　 220万枚

日本における携帯電話普及率は、2014年3月末時点 
ですでに100％を超えており*1、拡大スピードは緩やか 
になってきています。また、電波の割り当てを受けた 
通信事業者（MNO）間の流動が縮小することに加え、
MVNO市場は引き続き拡大していくことが予測される
ため、国内通信事業だけでは持続的成長が困難であると
考えています。

こうした市場環境を踏まえ、当社は、従来の通信サー
ビスに加え、お客さまのライフステージに応じたさまざ
まなサービスを「auライフデザイン」として総合的に提
供し、既存の国内通信事業の顧客基盤や決済プラット
フォームをベースに、au経済圏を拡大することで、持続
的成長を目指していきます。

*1 出典：総務省　移動体通信（携帯電話・PHS）の年度別人口普及率と契約数の推移
*2 2017年3月末時点。パーソナルセグメントベースまたはバリューセグメントベース

ライフデザイン事業の強化
特集1

生損保・住宅ローン
当社のグループ企業が提供する生命保険、損害保険、住宅
ローンをauブランドの金融商品として代理販売する「auの
ほけん」「auのローン」を扱っています。金融サービスは、お
客さまのライフイベントとの関わりが深く、携帯電話サービ
スとの親和性も高いため、お客さまと長期的な関係を築くこ
とを目指していきます。

IoT
2017年7月31日より、スマー

トフォンとセンサーなどのデバ
イスを活用し、外出先でもご自宅

の状況把握や、家電の遠隔操作が
可能となる個人向けIoTサービス

である「au HOME」の提供を開始し
ました。今後は、Google Inc.との提

携により、ボイスをキーワードとした
さらなるサービス拡充や、お客さま

体験価値の向上を提案していき
ます。

電力・ガス
2016年4月からの電力小売全面自由化に伴い、

各地域の電力会社から電力供給を受けてサービス提供
をする「auでんき」を開始しました。世帯構成・電気使用量

によらず幅広い層からお申し込みいただいており、また、2017年
4月からは、都市ガス小売事業へ参入した関西電力株式会社との業務

提携により、「関電ガス for au」の提供を開始しました。共に、au WALLET
クレジットカードとのセット率上昇により、リテンション効果が拡大しています。

コマース
自社物販サービスである「au 
WALLET Market」や、2017年
1月30日にサービスを開始した
総合ショッピングモールサイトの

「Wowma!」などを提供していま
す。「Wowma!」においては、auを
ご利用でないお客さまに対してもお
客 さ ま 接 点 を 構 築 す る と と も に、
2018年3月期に約100億円の戦略
コストにより、店舗数・取扱商品
数を拡大し、サービスをより一
層強化していきます。

通信サービス
モバイルにおいては、auブランドのサービスに

2,514万人（3,879万契約）*2、また、当社連結子会社にて
提供しているMVNOサービスには87万契約*2、それぞれご
契約いただいています。また、固定通信においては、「auひ
かり」ブランドをはじめとするFTTHサービスに408万回
線*2、CATVサービスでは529万世帯*2にご契約いた
だいています。通信サービスにご契約いただいてい
るこれらのお客さまに対し、全国に約2,500店舗
あるauショップなどのさまざまなタッチポイ
ントを通じて、ライフデザインサービスを提
供していきます。

決済プラットフォーム

ライフデザイン事業

オンラインコンテンツ
アプリ使い放題サービスやauスマートフォンを安心・安全
にご利用いただくための故障交換サポートなどを提供して
いる「auスマートパス」は1,522万会員*2となり、「ビデオパ
ス」や「うたパス」なども着実に会員数を伸ばしています。
また、2017年1月からは、「auスマートパス」の上位サービ
スとして、「auスマートパスプレミアム」を開始し、曜日ごと

に映画・カラオケの割引、フライドポテトのプレゼントな
どがある「auエブリディ」や、端末破損時の「データ復

旧サポート」、Wi-Fi接続時の通信を保護する
「Wi-Fiセキュリティ」などにより、「おトク」

「安心」をさらに強化しました。

auかんたん決済
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WALLETポイントの還流
当社は、毎月の通信サービスのご利用や長期利用特典

である「au STARロイヤル」、「auでんき」などのライフ
デ ザ イ ン サ ー ビ ス の ご 利 用 に 応 じ て、お 客 さ ま へ
WALLETポイントを還元しており、さまざまなシーンを
通じてポイントが貯まりやすい仕組みとなっています。
貯まったポイントは、従来は使途が限られていましたが、
現在では、「Wowma!」などのコマースサービスや、au 
WALLETプリペイドカードへのチャージを通じてオフ
ラインの実店舗でも現金同様に使われており、au経済圏
の拡大に寄与しています。ポイントをご利用いただくこ
とや、au WALLETクレジットカードで決済いただくこ
とで、さらにポイントが付与されるため、「つかう」「たま
る」の好循環が生まれることに加え、そのひとつひとつ
の決済から得られる決済手数料が当社の売上として計上
されます。この循環の活性化が進むにつれて、エコシス
テムの機能も拡張し、au経済圏の最大化につながり、当
社業績への寄与も拡大していきます。

ライフデザイン事業においては、通信サービスをご契約
のお客さまに対し、オンライン上ではauスマートパス／
auスマートパスプレミアム、オフラインでは全国のau
ショップなどのタッチポイントを通じて、お客さまの生活
に密着するさまざまなサービスを、キャリアビリング（＝
auかんたん決済）とau WALLET（プリペイドカード／クレ
ジットカード）などの決済手段とあわせて提供しています。

業績への寄与
ライフデザイン事業の各サービスの拡充・強化に加え、

WALLETポイントの循環モデルの活性化が寄与し、
2016年3月期に7,300億円であったau経済圏流通総額
は、2017年3月期には1兆2,800億円と順調に拡大しま
した。2018年3月期は1兆7,000億円、中期目標の最終
年度である2019年3月期には2兆円の突破を目指して
います。

au経済圏流通総額の拡大に伴い、当社業績への寄与度
も着実に増しており、引き続きau経済圏の拡大を目指し
ていきます。

国内通信事業の顧客基盤を生かし、当社が提供するさ
まざまなサービスによって貯まるWALLETポイントを
au経済圏の中で循環させることによって、au経済圏の最
大化を図っていきます。

au経済圏流通総額*3

2015.3 2016.3 2017.3 2018.3（予） 2019.3（予）

3,800億円

7,300億円

1.28兆円

1.7兆円

2兆円

*3   「auかんたん決済」および「au WALLET」の決済に、コマース・エネ
ルギー・金融などの経済活動規模を加えた流通額

■  au WALLET決済　■auかんたん決済
■その他（コマース・エネルギー・金融）

MasterCard®

加盟店 世界約
4,330万店舗*
で使える

MasterCard®

加盟店 世界約
4,330万店舗*
で使える

コマースコマース通信
サービス
通信
サービス

エネルギーエネルギー

ポイントポイント ポイントポイント

ポイントポイントポイントポイント

オンライン
コンテンツ
オンライン
コンテンツ 金融金融

等

auライフデザイン

*（出典）店舗数：Nilson Report 2016年9月号。一部、利用不可の店舗あり
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今後のソリューション市場は、スマートデバイスを
中心とする情報伝達手段の高度化に加え、ネットワー
クの高速化、データ分析技術の発展などを背景に、IoT
が牽引すると予測されており、IoT分野の市場規模は
2015年の約5,200億円から2022年には3.2兆円ま
で拡大すると見込まれています*。

これまで、IoT以前の当社は、ネットワークやサーバ
を取引先企業さまへ提供するビジネスが中心でした
が、今後はIoTが企業の先にいる一般のお客さままで
つながるため、お客さまの生活向上まで視野に入れな
がら、取引先さまが提供するIoTサービスを全面的に
サポートしていきたいと考えています。
*出典：株式会社野村総合研究所

法人向けIoT事業への取り組み
特集2

これまでの取り組み
当社は、15年以上にわたるM2M（Machine to Machine）／

IoTの提供実績により蓄積した知見と顧客基盤を有して
おり、2001年のセコム株式会社へのネットワーク提供を
はじめとして、カーテレマティクスやスマートメーター
など、さまざまな産業において法人向けIoTに取り組ん
できました。2016年6月には、トヨタ自動車株式会社の

「つながるクルマ」のグローバルプラットフォーム構築で
協業することとなり、他の自動車メーカーとの協業も含
め、5Gをはじめとする近未来の技術も見据えながら、コ
ネクテッドカーや自動運転などの多様なユースケースに
向けた技術開発に取り組んでいきます。

今後のIoTビジネスにおける戦略
これまで当社は、回線や通信モジュールといったネット

ワーク周りのソリューションで実績を積み重ねてきまし
た。しかし、今後はネットワークだけでなく、センサーな
どのデバイスやクラウド基盤、データ分析サービスなど、
通信以外のレイヤーも含めたトータルでのIoTソリュー
ションサービスを提供していきたいと考えています。

2017年3月期は、その実現に向けて、AWS（Amazon 
Web Services）上でのアジャイル開発に強みを持つア
イレット株式会社の連結子会社化や、データアナリティ
クスにおいて豊富な知見を有するアクセンチュア株式会
社との合弁で株式会社ARISE analyticsを設立するなど、
IoTビジネスの基盤整備を積極的に進めました。

さまざまな産業においてIoTの普及・拡大に貢献し、新
たなIoTビジネスの創出を推進していくことで、法人の
お客さまの本業をサポートしていくことを目指します。

M2M ／IoTの主な取り組み

IoT戦略

ココセコム
提供開始

トヨタ自動車
G-BOOK開始

M2Mクラウド
提供開始

GPSサービス
提供開始

グローバルM2M
提供開始

スマートメーター
提供開始

トヨタ自動車
グローバル通信

プラットフォーム発表

トイレ
空室管理・節水管理

ミサワホーム GAINET
被災度判定計の共同開発

KDDI IoTコネクト Air
提供開始

KDDI IoTクラウド
提供開始

セコム
セキュリティシステム

高度化実証実験

いすゞ自動車
システム提供

IoTM2M

2001
2002

2004
2007

2013
2014

2015
2016

2017

パートナー企業さまと新たなIoTビジネスを 
創出する基盤を整備

2017年1月
連結子会社化クラ
ウドベースのワン
ストップITソリュー
ション提供

2017年8月
連結子会社化クラウ
ドネイティブなソフト
ウェア開発技術を活
用 し た、IoT通 信 プ
ラットフォームを提供

パートナー
共創基盤

デバイス

データ蓄積
ID・決済基盤

ネットワーク

ポータル

モジュール

API GW

回線管理

データ解析

センサー

デバイス
管理

ID・
決済基盤

4G LTE

クラウド開発

SIMセキュリティ

データ
蓄積

5G/
LPWA

コネクト
Air

IoTイネイブラー機能の
体制を強化

2017年4月
営業開始アクセン
チュア株式会社と
の 戦 略 的 パ ート
ナーシップ
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KDDIのCSR重要課題
KDDIは、事業活動に関わるさまざまな課題の中から、社会的な関心が高く、かつKDDIが社会とともに持続的成長を目指
すために重要な課題として、4つのCSR重要課題を定めています。

【CSR重要課題の見直し】
KDDIは、近年の大きな社会情勢の変化を受けて、2008年に特定したCSR重要課題の見直しに着手しています。
CSR重要課題の特定に当たっては、GRIスタンダードに基づき検証を行いました。また、ステークホルダーの評価の
視点として国連の「持続可能な開発目標（SDGs）」を軸にしているほか、外部有識者とのダイアログをはじめとする
各種ステークホルダーエンゲージメントを通じて妥当性を検証しています。見直しのプロセスなどの詳細は、「統合
レポート2017（ESG詳細版）」（P16）をご参照ください。

本レポートに掲載していないESG詳細情報は、「統合レポート2017（ESG詳細版）」をご参照ください。
http://www.kddi.com/corporate/csr/report/2017/

ガバナンス
KDDIは、「コーポレートガバナンス・コード」の遵守と「KDDIフィロソ
フィ」（P34）の実践を、会社経営上の両輪として積極的に取り組むこと
により、子会社などを含むグループ全体でのコーポレート・ガバナンス
の強化を進め、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を実現してい
きます。

P22　役員
P24　コーポレート・ガバナンス
P29　コンプライアンス
P30　リスクマネジメント／内部統制
P31　情報開示とIR

ESG

P32　【重要課題：ガバナンス】
安定した情報通信サービスの提供
KPI：  2016年3月期の全社災害対策訓練において抽出

された課題改善率

2017年3月期 目標 100%➡実績 100%

P34　【重要課題：社会】
多様な人財の育成による活力ある企業の実現
KPI：女性ライン長200名登用（2021年3月末時点）

2017年4月1日時点 111名

（一例）

P33　【重要課題：社会】
安心・安全な情報通信社会の実現
KPI：KDDIスマホ・ケータイ安全教室

ジュニア向け講座満足度
　2017年3月期 目標 90点➡実績 93.7点
シニア向け講座理解度
　2017年3月期 目標 83%➡実績 82%

（一例）

P36　【重要課題：環境】
地球環境保全への取り組み
KPI：  電力消費量を抑制

2017年3月期 目標 30%➡実績 41.8%

（一例）
（2017年3月期までの電力消費量。 
省エネ対策を講じない場合との比較）
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役員
（2017年6月21日現在）

取締役

小
お の で ら

野寺　正
ただし

取締役会長
所有する当社株式数　241,400株

1948年 2月生
2001年 6月 当社代表取締役社長
2005年 6月 当社代表取締役社長 兼 会長
2010年12月 当社代表取締役会長
2013年 6月 京セラ株式会社取締役（現任）
2014年 6月 株式会社大和証券グループ本社  

取締役（現任）
2015年 6月 当社取締役会長（現任）

田
た な か

中　孝
た か し

司
代表取締役社長
所有する当社株式数　57,000株

1957年 2月生
2007年 6月 当社取締役執行役員常務
2010年 6月 当社代表取締役執行役員専務
2010年12月 当社代表取締役社長（現任）
2017年 4月 当社渉外・コミュニケーション統括

本部長 兼 ライフデザイン事業本部
担当（現任）

両
もろずみ

角　寛
ひろふみ

文
代表取締役執行役員副社長
所有する当社株式数　28,500株

1956年 5月生
2003年 6月 当社取締役執行役員常務
2007年 6月 当社取締役執行役員専務
2010年 4月 当社コーポレート統括本部長（現任）
2010年 6月 当社代表取締役執行役員副社長 

（現任）

髙
たかはし

橋　誠
まこと

代表取締役執行役員副社長
所有する当社株式数　25,400株

1961年10月生
2007年 6月 当社取締役執行役員常務
2010年 6月 当社代表取締役執行役員専務
2016年 6月 当社代表取締役執行役員副社長（現任）
2017年 4月 当社全社新事業担当、バリュー事業

本部長 兼 経営戦略本部長（現任）

石
いしかわ

川　雄
ゆうぞう

三
代表取締役執行役員副社長
所有する当社株式数　38,300株

1956年10月生
2010年 6月 当社取締役執行役員常務
2011年 6月 当社取締役執行役員専務
2014年 6月 当社代表取締役執行役員専務
2016年 6月 当社代表取締役執行役員副社長（現任）
2017年 4月 当社全社営業担当、コンシューマ事業

本部長 兼 事業統括部担当 兼  
メディア・CATV推進本部担当 兼  
商品・CS統括本部担当（現任）

内
う ち だ

田　義
よしあき

昭
取締役執行役員専務
所有する当社株式数　12,700株

1956年 9月生
2013年 4月 当社執行役員
2014年 4月 当社執行役員常務
2014年 6月 当社取締役執行役員常務
2016年 4月 当社技術統括本部長（現任）
2016年 6月 当社取締役執行役員専務（現任）

東
し ょ う じ

海林　崇
たかし

取締役執行役員常務
所有する当社株式数　9,900株

1958年 9月生
2010年10月 当社執行役員
2014年 4月 当社執行役員常務
2016年 6月 当社取締役執行役員常務（現任）
2017年 4月 当社ソリューション事業本部長 兼 

グローバル事業本部担当（現任）

村
むらもと

本　伸
しんいち

一
取締役執行役員常務
所有する当社株式数　7,800株

1960年 3月生
2010年10月 当社執行役員
2016年 4月 当社執行役員常務  

コーポレート統括本部副統括本部長 
（現任）

2016年 6月 当社取締役執行役員常務（現任）

森
もり

　敬
けいいち

一
取締役執行役員常務
所有する当社株式数　4,700株

1960年 2月生
2014年10月 当社執行役員
2017年 4月 当社執行役員常務
 ソリューション事業本部
 副事業本部長 兼  

ビジネスIoT推進本部長（現任）
2017年 6月 当社取締役執行役員常務（現任）
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取締役・諮問委員会の構成

氏名 新任 代表権 独立役員 社外役員 業務執行 指名諮問
委員会

報酬諮問
委員会 補足

小野寺　正 ◯ ◯ 取締役会議長
田中　孝司 ◯ ◯ ◯ ◯
両角　寛文 ◯ ◯
髙橋　誠 ◯ ◯
石川　雄三 ◯ ◯
内田　義昭 ◯
東海林　崇 ◯
村本　伸一 ◯
森　敬一 ◯ ◯

山口　悟郎 ◯ ◯ ◯ ◯ 報酬諮問委員会議長
指名諮問委員会副議長

小平　信因 ◯ ◯ ◯ 指名諮問委員会議長
報酬諮問委員会副議長

福川　伸次 ◯ ◯ ◯ ◯
田辺　邦子 ◯ ◯ ◯ ◯
根元　義章 ◯ ◯ ◯ ◯

監査役

小
こばやし

林　洋
ひろし

常勤監査役
所有する当社株式数　10,800株

山
やまぐち

口　悟
ご ろ う

郎 
取締役
所有する当社株式数　0株

1956年 1月生
2009年 6月 京セラ株式会社取締役 兼  

執行役員常務
2013年 4月 同社代表取締役社長 兼  

執行役員社長
2017年 4月 同社代表取締役会長（現任）
2017年 6月 当社取締役（現任）

小
こだいら

平　信
のぶより

因 
取締役
所有する当社株式数　0株

1949年 3月生
2010年 6月 トヨタ自動車株式会社専務取締役
2011年 6月 同社取締役・専務役員
2012年 6月 同社代表取締役副社長
2013年 6月 当社取締役（現任）
2015年 6月 愛知製鋼株式会社監査役（現任）
2016年 6月 トヨタ自動車株式会社取締役

福
ふくかわ

川　伸
し ん じ

次 
取締役
所有する当社株式数　5,800株

1932年 3月生
1988年 6月 通商産業省事務次官退官
1988年12月 財団法人地球産業文化研究所顧問

（現任）
2002年11月 日本産業パートナーズ株式会社  

取締役会長（現任）
2003年11月 学校法人東洋大学評議員（現任）
2012年12月 学校法人東洋大学理事長（現任）
2014年 6月 当社取締役（現任）
2014年 7月 株式会社カナミックネットワーク 

取締役（現任）田
た な べ

辺　邦
く に こ

子 
取締役
所有する当社株式数　1,500株

1945年 4月生
1973年 3月 弁護士登録
1982年 2月 田辺総合法律事務所入所  

パートナー就任（現任）
2003年 6月 大同メタル工業株式会社監査役 

（現任）
2015年 6月 当社取締役（現任）

根
ね も と

元　義
よしあき

章 
取締役
所有する当社株式数　200株

1945年12月生
1995年 4月 東北大学大学院情報科学研究科教授
2000年 4月 東北大学情報シナジーセンター長
2004年 4月 東北大学教育研究評議会評議員
2008年 4月 東北大学理事
2012年 4月 独立行政法人情報通信研究機構  

耐災害ICT研究センター長
2016年 6月 当社取締役（現任）

石
い し づ

津　浩
こういち

一
常勤監査役
所有する当社株式数　12,800株

山
やました

下　章
あきら

 
常勤監査役
所有する当社株式数　100株

髙
た か の

野　角
か く じ

司 
監査役
所有する当社株式数　500株

加
か と う

藤　宣
のぶあき

明 
監査役
所有する当社株式数　0株

 社外取締役・監査役
 独立役員
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コーポレート・ガバナンス

選任／解任

助言 選定／解職
監督

指示／監督

諮問 重要案件の
付議／報告

重要案件の
付議／報告

監査

監査

選任／解任

株主　　　　　総会

各事業部門／　　　　　グループ会社

     取締役会
取締役14名

（うち社外取締役5名）

    諮問委員会

    経営会議
常勤取締役

執行役員17名*1

（業務の執行）
*1 取締役執行役員7名を除く

代表取締役

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
当社は、社会インフラを担う情報通信事業者として、

24時間365日いかなる状況でも、安定した通信サービ
スを提供し続けるという重要な社会的使命を担っていま
す。また、情報通信事業は、電波などの国民共有の貴重な
財産をお借りすることで成り立っており、社会が抱える
さまざまな課題について、情報通信事業を通じて解決し
ていく社会的責任があると認識しています。

この社会的使命、社会的責任を果たすためには、持続
的な成長と中長期的な企業価値向上が必要不可欠であ

取締役会
・会社法および他の法令に規定された事項
・定款に規定された事項
・株主総会の決議により委任された事項
・その他経営上の重要な事項
について、審議・決定しています。
　その他経営上の重要な事項のうち、資金・事業・資産・出資など
については、その規模などにより重要性の判断を行っています。
　なお、重要性の判断基準は不変ではなく、法制度や当社の置か
れた環境により適宜見直しを実施し、経営の実効性と迅速性の確
保を目指しています。

監査役会・監査役
　監査役は、監査役会が定めた監査方針および計画に基づき監
査業務を行っており、監査業務遂行のため、取締役会のほか、経
営会議その他の社内主要会議に出席しています。また、監査役会
において各監査役の監査の方法およびその結果について報告を
受け協議をするほか、取締役会にて、適宜意見を述べています。

諮問委員会
　取締役・監査役候補の指名ならびに役員報酬の体系および水
準について、その透明性、公正性を確保するため、取締役会の諮
問に基づき審議を行い、助言する機関として、「指名諮問委員会」
および「報酬諮問委員会」を設置しています。
　両諮問委員会とも、議長・副議長および半数以上の委員を社外
取締役で構成しています。

経営会議
　社内取締役や執行役員などにて構成され、当社およびグルー
プ・関連子会社の経営基本方針および経営上の重要事項につい
て審議・決定しています。

り、お客さま、株主さま、取引先さま、従業員、地域社会
など、当社を取り巻くすべてのステークホルダーとの対
話、共創を通じて社会的課題に積極的に取り組むことで、
安心・安全でかつ豊かなコミュニケーション社会の発展
に貢献していきたいと考えています。

コーポレート・ガバナンスの強化は、持続的な成長と
中長期的な企業価値向上のための重要な課題であると認
識しており、金融商品取引所の定める「コーポレートガ
バナンス・コード」の趣旨に賛同し、透明性・公正性を担
保しつつ、迅速・果断な意思決定を行う仕組みの充実に

コーポレート・ガバナンス体制図（簡略版） （2017年6月21日現在）

指名諮問 
委員会

報酬諮問 
委員会

1

1

2 2

3

3

4
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選任／解任 報告 選任／解任

報告

会計監査
相当性の判断

株主　　　　　総会

各事業部門／　　　　　グループ会社

    監査役会
監査役5名

（うち社外監査役3名）

監査役室

    内部監査部門

    社内委員会

会計監査人

報告

報告

内部監査
　当社グループの業務全般を対象に内部監査を実施し、内部統
制体制の適切性や有効性を定期的に検証しています。内部監査
結果は、問題点の改善・是正に関する提言を付して代表取締役社
長および監査役に報告します。

社内委員会
　当社グループのコンプライアンス関連事項を審議決定する機
関として、「KDDIグループ企業倫理委員会」（P.29）を設置する
ほか、ガバナンス向上に資する機関として「ディスクロージャー
委員会」（P.31）「情報セキュリティ委員会」（P.30）、経営とCSR
の戦略的な統合を目的として「CSR委員会」を設置しています。

関連当事者間の取引に関する方針
　当社では、取締役の競業取引・利益相反取引について、会
社法を遵守し、取締役会で承認・報告することとしています。
　主要株主との個別取引については、「KDDI行動指針」に
おける基本原則のひとつである「適切な経理処理・契約書遵
守」に基づき、特別な基準を設けることなく、他の取引と同
様の基準により、稟議で決裁しています。なお、稟議につい
ては監査役もチェックしています。
　主要株主である京セラ株式会社およびトヨタ自動車株式
会社との取引については、取締役会の包括承認や、報告と個
別取引の稟議決裁などによりガバナンスを確保しています。

努めています。
また、当社は、社是・企業理念に加えて、役員・従業員

が共有すべき考え方・価値観・行動規範として「KDDI
フィロソフィ」を制定し、グループ全体での浸透活動を
推進しています。
「コーポレートガバナンス・コード」の遵守と「KDDI

フィロソフィ」の実践を、会社経営上の基本として積極
的に取り組むことにより、子会社などを含むグループ全
体でのコーポレート・ガバナンスの強化を進め、持続的
な成長と中長期的な企業価値向上を実現していきます。

　当社は、2016年6月開催の株主総会において、財
務・会計に知見のある監査役を選任したことにより、
すべてのコードについて「comply」としています
が、さらなるガバナンス向上を図っていきます。

監査役会設置会社

コーポレートガバナンス・コードへの対応

組織形態

コーポレート・ガバナンス体制図（簡略版） （2017年6月21日現在）

ディスクロージャー委員会
情報セキュリティ委員会

CSR委員会
企業倫理委員会

4

5

5

6

6
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取締役会が取締役・監査役候補者の指名を行うに
当たっての方針と手続

取締役・監査役候補者の指名については、以下の方針
に基づき候補者を選定した上で指名諮問委員会で審議
し、さらに監査役候補者については監査役会の同意を得
た上で取締役会の承認を受けることとしています。

取締役会の構成は、経営上の重要な事項を含む判断や、
法律で求められる監督を行うに際して、取締役会全体と
して高度な専門的知見と多様な観点を確保することが肝
要であると考えており、以下のようなメンバーを基本と
しています。

取締役候補者
・各事業分野における専門的知見と経験を有する者
・経営上の知見を有する者
・  高度な独立性と、監督者にふさわしい専門的知見を

有する者

なお、現在、女性の独立社外取締役が1名選任されてい
ます。

取締役会の規模は、経営の実効性と迅速性が両立でき
る範囲で適正な人数に留めるべきであると考え、定款上、
上限20名としています。

監査役候補者
取締役とは独立の立場から、経営全般の監視と、より

一層適正な監査を実現し得る豊富な経験と幅広い識見を
有している者

社外役員の独立性に関する判断基準
会社法上の社外役員の要件および金融商品取引所が定

める独立性基準に加えて、当社の連結売上または発注額
に占める割合が1%以上の取引先さまの出身者は、一律、
独立性がないものとして扱っています。

取締役会の実効性に関する分析・評価
■取締役会評価の実施目的

当社は、取締役会の現状を正しく理解し、継続的な改
善に取り組むため、毎年定期的に取締役会の自己評価を
行います。

■評価プロセスの概要
当社は、各取締役・監査役による取締役会の評価を基

に、その実効性を確認しています。評価手法はアンケー
ト形式であり、4段階評価と自由記述を組み合わせるこ
とで、定量的評価と定性的評価の２つの側面から、取り
組みの効果検証と改善点の発見に取り組んでいます。

評価対象期間は直近１年間とし、毎年定期的に実施し
ています。評価結果は取締役会で報告し、今後の対応策
などを検討しています。

主な評価項目は以下のとおりです。
・取締役会運営（メンバー構成、資料・説明、情報提供など）
・経営陣の監督（利益相反、リスク管理、子会社管理など）
・  中長期的な議論（中期経営計画の検討、計画執行のモ

ニタリングなど）

■評価結果の概要
総括

当社取締役会は、多面的な視点を持つ役員により構成
され、社外役員が各自の専門性を発揮しやすい環境で自
由闊達な議論がなされている点が高く評価され、適時・
適切な意思決定および経営陣の監督という観点において
も、実効的に機能していると評価されました。

前回からの改善点
各事業部門の責任者が事業の概要や戦略について社外

役員に説明する機会を設けたほか、取締役会資料の事前
配付に加えて、審議前に質問を受け付けて取締役会の説
明に織り込むなど、前回の評価において課題として指摘
された事項が改善されていることを確認しました。

また、中期経営計画の策定段階から社外役員を含めた
討議が実施されるなど、中長期の経営戦略についての議
論を深めています。

今後の課題
今後は、経営環境の長期的展望や環境変化への対応方

針など、持続的な成長に向けた戦略の議論をさらに充実
させることが望ましいとの意見を得ています。

これらの指摘を踏まえ、引き続き、継続的な改善に取
り組んでいきます。

コーポレート・ガバナンス
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政策保有株式に関する方針
当社は、お客さまにご提供するサービスの多様化・高

度化には、さまざまな企業との連携などが必要不可欠で
あると考えています。

このため、政策保有株式を保有することが当社の事業
目的に資するかを総合的に判断し、当社グループ全体の
持続的な成長と中長期的な企業価値向上につながる場合
に保有することを基本方針としています。

従って、保有株式の規模・重要性などから必要性があ
ると判断される場合には、取締役会において、保有の目
的や合理性を説明することとしています。

社外役員のサポート体制
社外取締役および社外監査役に対しては、取締役会の

開催日程および議題について予め連絡することに加え、
事前に議案資料を配付することで、案件への理解を促進
し、取締役会における議論の活性化を図っています。

また、事前質問を受け付けており、その内容を踏まえ
て取締役会当日の説明内容を充実させることで、より実
質的な審議の深化に努めています。

さらに、社外取締役および社外監査役に対しては、業
界動向および当社の組織、各事業、技術の内容および今
後の戦略について、各分野ごとの責任者による研修の機
会を設け、当社事業への理解を深めることで、取締役会
における議論の活性化を図っています。

なお、社外監査役を含むすべての監査役を補佐する部門
として、2006年4月1日付で監査役室を設置しています。

氏名 当該社外取締役を選任している理由 主な活動

山口 悟郎
山口悟郎氏は、世界有数の電子部品・電子機器関連メーカーの代表取締役社長として培われた豊富な企業
経営経験および優れた識見を有しています。当社が今後推進していくIoT関連を中心に、中長期的な視点か
ら大局的なご意見をいただくことで当社の企業価値向上に寄与いただけるとの観点から選任しています。

－

小平 信因

小平信因氏は、世界有数の自動車メーカーの経営者として培われた豊富な企業経営経験およびグローバル
CRO（リスクマネジメントの責任者）として優れた識見を有しています。取締役会においては、当社の経営
に関し、今後の競争環境を見据えた戦略やリスクマネジメントなどについて、中長期的な視点に基づく大
局的なご意見を数多く頂戴しており、今後も当社の企業価値向上に寄与いただけるとの観点から選任して
います。

取締役会
11/12回

福川 伸次

福川伸次氏は、長年の行政実務および各種団体の業務執行などにより培われた豊富な経験と優れた識見を
有しています。取締役会においては、当社の経営に関して、当社経営陣とは独立した立場から、経済動向や
時流の変化を踏まえ、中長期的な視点に基づく大局的なご意見を数多く頂戴しており、今後も当社の企業
価値向上に寄与いただけるとの観点から選任しています。また、ご経歴から、一般株主と利益相反が生じ
るおそれはないと判断し、独立役員として指定しています。

取締役会
12/12回

田辺 邦子

田辺邦子氏は、法律事務所パートナーとして培われた豊富な経験と優れた専門的知見を有しています。取
締役会においては、当社経営陣とは独立した立場から、法的リスクマネジメントについて、中長期的な視点
を踏まえ、専門的なご意見を数多く頂戴しており、今後も当社の企業価値向上に寄与いただけるとの観点
から選任しています。また、ご経歴から、一般株主と利益相反が生じるおそれはないと判断し、独立役員と
して指定しています。

取締役会
12/12回

根元 義章

根元義章氏は、当社事業と関連性の高い、通信・ネットワーク工学および情報処理や、事業運営上重要な耐
災害に関する優れた専門的知見を有しています。取締役会においては、当社経営陣とは独立した立場から、
社会インフラを担う情報通信事業者としての運営方針について、中長期的な視点を踏まえ、専門的なご意
見を数多く頂戴しており、今後も当社の企業価値向上に寄与いただけるとの観点から選任しています。ま
た、ご経歴から、一般株主と利益相反が生じるおそれはないと判断し、独立役員として指定しています。

取締役会
10/10回

氏名 当該社外監査役を選任している理由 主な活動

山下 章
山下章氏は、長年の行政実務および各種団体の業務執行などにより培われた豊富な経験と識見を有してお
り、これらの経験と識見を、経営全般の監視と適正な監査活動に生かしていただく観点から選任しています。
また、ご経歴から、一般株主と利益相反が生じるおそれはないと判断し、独立役員として指定しています。

取締役会　10/10回
監査役会　10/10回

髙野 角司

髙野角司氏は、公認会計士、会計事務所代表、他社監査役としての豊富な経験と識見に加え、各種団体の業
務執行などにより培われた経験と識見を有しており、会計を中心としたこれらの経験と識見を、経営全般
の監視と適正な監査活動に生かしていただく観点から選任しています。また、ご経歴から、一般株主と利
益相反が生じるおそれはないと判断し、独立役員として指定しています。

取締役会　10/10回
監査役会　10/10回

加藤 宣明
加藤宣明氏は、上場企業の取締役、監査役や各種団体の業務執行などにより豊富な経験と識見を有してお
り、これらの経験と識見を、経営全般の監視と適正な監査活動に生かしていただく観点から選任しています。
また、ご経歴から、一般株主と利益相反が生じるおそれはないと判断し、独立役員として指定しています。

取締役会　9/10回
監査役会　9/10回

社外役員の選任理由と主な活動（2017年3月期）
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政策保有株式に係る
適切な議決権行使を確保するための基準

当社グループにおける事業は広範・多様であることか
ら、全社で画一的な基準を設けることはかえって保有株
式の発行会社や当社グループの企業価値向上を阻害する
可能性があると考えています。このため、発行会社の意
図を尊重しながら、その時々の事業状況や発行会社との

役員報酬
取締役の経営責任を明確にし、業績向上に対するイン

センティブを一層高めるため、2011年6月16日開催の
第27期定時株主総会において、2012年3月期以降の役
員賞与について、当該事業年度の連結当期純利益（親会
社の所有者に帰属する当期利益）の0.1%以内とする業
績連動型の変動報酬制度を導入しました。

さらに、2015年6月17日開催の第31期定時株主総会
において、業績連動型株式報酬制度の導入が承認され、
2015年9月1日に本制度を開始しました。これにより、
業績連動報酬の割合を高めました。取締役の報酬体系お
よび水準については、当社グループを取り巻く環境の変
化に迅速に対応しながら、持続的な成長と中長期的な企
業価値向上という経営目標に対する取締役の責任を考慮
して設定したものです。

（注） ストックオプション制度は2006年6月15日開催の第22期定時株主総会にお
いて、職務遂行および業績向上へのインセンティブを高めることを目的として、
年額4,000万円以内で導入しましたが、2011年3月期以降は本制度に基づく新
株予約権の割り当ては実施していません。

対話の結果などを総合的に勘案して、当社グループ全体
の持続的な成長と中長期的な企業価値向上につながるか
を基準に議決権を行使します。

なお、行使にあたっては、短期的な事業の利害に偏っ
た判断とならないよう、経営陣のチェックが入るプロセ
スを構築しており、全社的視点からの経営判断を経るこ
ととしています。

取締役および監査役の報酬を
決定するにあたっての方針

役員報酬の体系および水準については、その透明性・
公正性を確保するため、報酬諮問委員会で審議を行い決
定しています。

取締役
各事業年度における業績の向上および中長期的な企業

価値の向上に向けて職責を負うことを考慮し、定額報酬な
らびに業績連動型の役員賞与および株式報酬で構成して
います。

定額報酬は、各取締役の役職に応じて、経営環境など
を勘案して決定しています。役位別の基準値は、外部専
門機関を用いて水準を調査、検証し、妥当な水準を設定
しております。役員賞与および株式報酬の支給額は、各事
業年度の当社グループの連結売上高・営業利益、当期利
益の達成度と、各期ごとに定める契約数・解約率などの
KPIの達成度を指標に評価し、決定しています。

監査役
監査役の協議にて決定しており、当社の業績により変

動することのない定額報酬のみを支給することにしてい
ます。

取締役および監査役の報酬等の額

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

支給人数 
（名）

報酬等の種類別の総額（百万円）
定額報酬 賞与 株式報酬

取締役
社外取締役 68 5 68 － －
上記を除く取締役 640 11 392 137 110
合計 708 16 460 137 110

監査役
社外監査役 48 6 48 － －
上記を除く監査役 51 3 51 － －
合計 99 9 99 － －

（注） ・取締役の定額報酬の限度額は、月額5,000万円以内です
 ・  監査役の報酬限度額は、年額13,000万円以内（事業年度単位）です
 ・取締役の賞与は、当該年度の親会社の所有者に帰属する当期利益の0.1％以内で業績に連動して支払うものです
 ・  取締役の業績連動型株式報酬（役員報酬BIP信託）は、2015年6月17日開催の第31期定時株主総会において導入を決議しています。 

これは、賞与とは別枠で、新たな「業績連動型株式報酬」を、2016年3月期から2018年3月期までの3年間に在任する当社の取締役などに対して支給するものです
 ・上記以外に、役員退職慰労金制度廃止に伴う取締役および監査役に対する退職慰労金精算支給があります

報酬等の総額が1億円以上である者の報酬等の総額等

氏名 役員区分 会社区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
定額報酬 賞与 株式報酬

田中 孝司 取締役 提出会社 123 78 25 20

コーポレート・ガバナンス
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コンプライアンス推進体制
KDDIは従業員がコンプライアンスを意識した倫理的

な行動をとるための指針として「KDDI行動規範」を定
め、その周知と行動を徹底するために、イントラネット
に掲載し、判断に迷った際には常に確認できるようにし
ています。

また、KDDIグループのコンプライアンス関連事項を審
議決定する機関として、「KDDIグループ企業倫理委員会」
を設置しています。「KDDIグループ企業倫理委員会」は、
非業務執行取締役であるKDDI取締役会長を委員長とし、
委員会メンバーのほか、委員長が必要に応じて任命するも
ので構成されています。毎年、半期ごとに「KDDIグループ
企業倫理委員会」を開催し、各社の状況把握をするととも
に、コンプライアンスの体制構築・強化を支援しています。

また、「KDDIグループ企業倫理委員会」のもと、啓発活
動の方針策定やコンプライアンスに反する事項が発生し
た場合の対処、社外への情報公開、再発防止策などの検討
を行っています。「KDDIグループ企業倫理委員会」の活動
状況は、イントラネットを通じて全社員に公開しています。

企業倫理ヘルプライン
KDDIは、2006年より、KDDI・KDDIグループ会社お

よびKDDIの取引事業者の社員などを対象に企業倫理や

報告 諮問

フィードバック・
指示など報告

申告

報告

フィードバック

連絡（氏名は非公開）

コンプライアンス推進体制図

代表取締役社長

経営会議

KDDIグループ企業倫理委員会

企業倫理ヘルプライン

全従業員

KDDIグループ企業倫理委員会メンバー
委員長：KDDI取締役会長

（その他、委員長の指名するものにより構成）
事務局：総務・人事本部　総務部

KDDIは、電気通信事業者として定められている「通信の秘密」をはじめ、法令遵守を企業経営の根幹と考
え、コンプライアンスの体制整備と強化を進めています。全社員が常に高い倫理観を維持し、適正な職務の
執行を図るための「KDDI行動指針」に加えて、「KDDIフィロソフィの浸透活動」、「組織としての一体感の
醸成・コミュニケーションの改善」、「違反事例の早期対応と分析・防止活動」、「反社会的勢力との関係遮
断」に取り組み、コンプライアンスに関する意識向上に努めています。

法令遵守についての疑問や悩みを相談する「企業倫理ヘ
ルプライン」を設置し、社内窓口と外部専門家と連携し
た社外窓口の2つで通報を受け付けています（メール・
電話・手紙。多言語対応実施）。2006年4月に施行された

「公益通報者保護法」に則した通報者保護の観点も織り込
み社内規程を制定し、匿名での通報も可能としました。

通報された案件は、「KDDIグループ企業倫理委員会」
を中心にプライバシー保護に配慮しながら必要に応じ社
内調査を行い、その結果、問題が発覚した場合は、速やか
に「KDDIグループ企業倫理委員会」メンバーをはじめと
する経営幹部および監査役に報告し、是正措置および再
発防止措置を講じています。

適切な税務
KDDIグループは、お客さまご満足の向上と利潤を追

求するとともに、各国・各地域についての国際ルールや
税務関連法令などに従い国際的な税務コンプライアンス
の維持・向上に努め、適切な納税を行い、企業の社会的責
任を果たしています。2017年3月期の法人所得税費用は
253,282百万円で、税引前当期利益に対する税負担率は
28.3%でした。

経営陣は、グループ企業の多国籍化および国際取引の
増加に伴い、国際的な税務リスクを正しく認識し、経営
に直結する重要な課題であるという観点から、税務戦略
の推進に努めています。また、従業員に対する指導を行
うとともに、外部専門家から、技術的な税務サポートの
提供をうけるなど、税務コンプライアンスの維持・向上
に取り組んでいます。

税務情報などを適時適切に提出することにより、透明
性を高めることで各国税務当局との信頼関係を築き、必
要に応じて事前照会などを実施し、税務リスク低減に努
めています。

BEPS（Base Erosion and Profit Shifting）各行動計画
に従い、日本を含め各国においてBEPS対応の税制改正
への対応作業を進め、経済活動・価値創造の場所と課税
地を一致させ適正に納税するよう取り組んでいます。ま
た、過度な節税を目的とする無税または低税率国・地域

（いわゆるタックスヘイブン地域）への税源の移転を防止
し、各国の税制に従い適正な申告納税に努めています。

コンプライアンス
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KDDIのリスクマネジメント・内部統制活動
KDDIは、経営目標達成を阻害する要因をリスクと位

置づけ、リスクマネジメント本部長を責任者としたリス
ク管理部門を中核として、リスクマネジメント活動を一
元的に管理する体制を整えています。

また、グループ全体の持続的な成長を実現するため、
子会社などを含むグループ全体で、内部統制システムの
整備・運用およびリスクマネジメント活動と、リスクが
発現しにくい企業風土を実現するための業務品質向上活
動の推進を図っています。

 

リスクマネジメント活動サイクル
KDDIは、会社の危機を未然に防ぐためには、その予兆

を把握し、事態が悪化する前に対策を講じることが重要
という認識のもと、リスクマネジメント活動のPDCAサ
イクルを構築しています。また、リスクの低減およびリ
スクの発見時には適切な対応がとれる体制を整備してい
ます。

情報セキュリティへの取り組み
近年、サイバー攻撃でのウィルス感染により重要な機

密情報が外部流出する事故が世界的に発生しており、大
きな社会問題となっています。KDDIグループがお預かり
しているお客さまの個人情報およびお取引先さまからの
業務情報は極めて重要な情報資産であり、厳格に管理す
る必要があります。

KDDIは、電気通信サービスを安全に、安定して提供し
ていく企業として、情報の適切な管理と個人情報保護を
重要な経営課題として認識し、情報セキュリティを確保
するための基本方針「セキュリティポリシー」および個人
情報保護のための行動指針「プライバシーポリシー」を策
定しています。本ポリシーは社内外に公開し、お客さまな
らびに関係者の信頼確保に努めるとともに、全従業員は
これを遵守することを宣言しています。

また、従業員の情報セキュリティ意識の啓発とセキュ
リティ対策の充実に努め、適切な情報管理の徹底を図っ
ています。

情報セキュリティ管理体制
情報資産に関わるグループ全体での統一的な情報セ

キュリティの確保を目的に、技術統括本部長を委員長と
した「情報セキュリティ委員会」を設置し、経営層および
営業・技術・コーポレートの各部門長を委員とする全社
的な組織体制で運用にあたっています。これにより、情
報セキュリティの管理状況を的確に把握するとともに、
情報セキュリティ強化のための各種施策をグループ全体
に迅速に展開できる体制を整備しています。

情報セキュリティリスクの低減に向けた取り組み
KDDIは、お客さま情報などの漏洩防止、サイバーテロ

の防護などを通じ情報セキュリティリスクの低減に取り
組んでいます。会社の全情報資産の管理にあたっては、情
報セキュリティ委員会において施策を策定し、役員・従
業員が一体となり実行しています。情報セキュリティ委
員会は、会社全体のリスク管理を行うコーポレート・ガ
バナンス体制に組み込まれています。

2017年3月期は、情報セキュリティルール遵守の周
知および運用の徹底を目的に全社を対象とした「情報セ
キュリティ事故防止強化月間」を設定、各種取り組みを
実施し、従業員の意識向上を図っています。

また、巧妙化・複雑化する情報セキュリティ脅威に対
抗するためには社外との連携も必要であり、業界をまた
ぐ横断的な取り組みに積極的に関与しています。

リスクマネジメント／内部統制

内部統制活動の推進体制

企業を取り巻くビジネス環境が常に変化する状況において、企業が直面するリスクも多様化・複雑化し
ています。

KDDIは、経営目標の達成に対し影響を及ぼす原因や事象を「リスク」と位置づけており、またリスクマネ
ジメントの強化は重要な経営課題と認識しています。事業を継続し社会への責任を果たしていくために、
グループ全体でのリスクマネジメント活動を推進しています。

本体事業部門 子会社
事務局 事務局 事務局

各組織 各組織 各組織

本体コーポレート・サポート部門

内部統制統括責任者（8名）
内部統制責任者（KDDI 33名、KDDIグループ各社計29名）

・経営者による評価を監査

・  内部統制システム構築
の基本方針決定

・内部統制の評価、公表

KDDIグループ

・  取締役の業務執行に係る
法令定款に照らした監査

監査役
取締役会

会計監査人

経営会議（社長）

責任者：リスクマネジメント本部長
リスクマネジメント本部 内部統制部

・実行計画策定
・全体進捗管理
・実行部門の活動支援
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IR基本方針
KDDIは、株主・投資家の皆さまとの信頼関係の構築を

経営の最重点事項と位置づけ、企業価値経営の実践、積
極的な情報開示、コミュニケーションの充実をお約束い
たします。

 

活動指針3ヵ条
KDDIは、以下の活動指針に基づいたIRを実施するこ

とで、株主・投資家さまとの長期的な信頼関係を構築し、
企業価値の最大化を図ります。

開かれたIRを目指します
誠実かつ公平な情報開示により、株主・投資家さま

に対する説明責任を全うするとともに、双方向性を重
視し、株主・投資家さまとの対話を大切にします。
能動的なIRを実施します

常に新しい発想でIRを展開することで、より多くの
皆さまにKDDIを知っていただくとともに、さらなる
理解促進に努めます。
組織的なIRを展開します

経営トップのリーダーシップのもと、グループ企業
を含めた全役職員が、企業価値向上の担い手として組
織的なIRを行います。

2017年3月期のIR活動
コミュニケーションの充実

経営陣から当社業績を直接説明する場として、決算説
明会を四半期ごとに開催しているほか、国内外の投資家
の皆さまとの個別ミーティングやスモールミーティング
の実施、証券会社主催の各種カンファレンスや個人投資
家向けセミナーの実施など、コミュニケーションの充実
に継続的に取り組んでいます。

コミュニケーションの充実

企業価値経営の実践

積極的な情報開示

企業価値の最大化

株主・投資家さまとの信頼関係

また、ESG関連情報の積極的な開示などの取り組みが
評価され、世界の代表的な社会的責任投資（SRI）の指標

（インデックス）である「FTSE4Good Index Series」
「MSCI Global Sustainability Indexes」の構成銘柄に選定
されたほか、外部よりさまざまな評価をいただいています。

また、株主・投資家の皆さまよりいただいたご意見に
ついては、経営層のみならず、社内にも幅広く情報共有
し、事業戦略、経営戦略上の貴重なご意見として参考に
しています。

2017年3月期 IR活動実績
機関投資家との個別ミーティング 933回

決算説明会 4回

海外ロードショー 14回

個人投資家向け説明会 65回

社外からの主な評価

海外

・FTSE4Good Index Series
・MSCI Global Sustainability Indexes
・Euronext Vigeo World 120
・  Ethibel® Sustainability Index  

  Excellence Global

国内
・MS-SRI
・なでしこ銘柄　など

積極的な情報開示
決算説明会の模様をWEBサイトにて動画配信してお

り、同じ内容を英語でもご覧いただけるようご用意して
います。また、決算短信をはじめとした各種決算資料、財
務・業績データに加え、コーポレート・ガバナンスなどの
ESG関連情報の充実を図っているほか、各種ブラウザ・
スマートフォン・タブレットなどマルチデバイスへの対
応も行っています。

当社のIR活動の成果として、2017年3月期は、大和イ
ンベスター・リレーションズ株式会社の「2016年イン
ターネットIR・最優秀賞」に選ばれたほか、モーニングス
ター株式会社の「Gomez IR
サイト総合ランキング2016」
において4位に選出されるな
ど、高い評価をいただくこと
ができました。

情報開示とIR

KDDIは、投資判断に影響を与える会社情報について、金融商品取引法および東京証券取引所が定める
「有価証券上場規程」などに則り、株主・投資家の皆さまに分かりやすい形で、適時かつ公平な情報の開示を
継続的に行っています。また、「IR基本方針*」をWEBサイト上で公開し、IR活動についての基本的な考え方
や情報開示の体制などを説明しています。特に、決算期に開示する決算情報については、「ディスクロー
ジャー委員会」を設けて集中的に審議を行い、経営の透明性の向上と適切な情報提供に取り組んでいます。

* 取締役会の決議事項です
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ネットワークサービス品質管理体制
KDDIは、光ケーブルや携帯電話基地局などの通信設

備を多数保有し、全国に設置したテクニカルセンターな
どの運用部門で保守・管理を行っています。全国の通信
状況は各オペレーションセンターにおいて24時間365
日体制で集中監視しており、障害が発生した際には適切
な通信制御を行うとともに、全国の保守部門と連携して
復旧を行います。サービス品質に関しては、マネジメン
ト体制のもとで、独自に定めた厳しい基準に従って設備
運用体制を構築・分析・改善することで、常に高品質で安
定した通信サービスの提供に努めています。

au災害復旧支援システムの導入
KDDIは、災害発生時に被害状況の早期把握と的確な

復旧プランを策定するため、「au災害復旧支援システム」
を全国10ヵ所のテクニカルセンターに導入しています。
エリアの被害状況、重要拠点の状況、避難所や避難ルー
トの情報を一元管理し、リアルタイムで地図に反映して
復旧優先エリアを把握できることから、被害が広範囲に
わたる場合でも効果的な復旧対応が可能です。

大規模自然災害事業継続計画（BCP)
KDDIは、東日本大震災の経験を踏まえ「大規模自然災

害事業継続計画（BCP）」を策定しています。同計画は、
「社員とその家族の安全確保」「指定公共機関として通信
サービス継続の責務を果たす」ための施策を講じたもの
で、災害発生時の初動から本格復旧までの対応をルール
化するとともに、固定・移動回線の全面停止に備えて全
国の主要拠点を結ぶ衛星ネットワークを構築していま
す。また、避難所への支援についても規定しています。

BCPの実効性は定期的に実施する「災害対策訓練」に
より評価しており、
課題や改善点は今
後のBCPに反映し、
より強固な災害対
策の基盤構築に役
立てていきます。

基幹伝送路の多ルート化と経路分散
安定した通信を確保するため通信設備の収容分散など

を行い、通信線路の二重化（陸上光ファイバ）を図るとと
もに、障害時には自動切換で通信網を救済するネット
ワーク構成となっています。また、海底ケーブルなども
使用して通信線路の多ルート化を行い、通信網の高信頼
性を確保しています。万一トラブルが発生した際には、
迂回措置を実施して通信の救済を図っています。

社会課題の認識
KDDIのリスクと機会

リスク 機会
高度情報化社会において、通信サービスはもっとも重要なライフラ
インといえます。このライフラインを阻害する自然災害やサイバー
テロなどは、社会・経済そのものを低迷させる大きな要因となりま
す。人々が安心して暮らせる地域社会を支えるため、いかなる状況で
あろうとも、24時間365日安定した情報通信サービスを提供し続け
ることこそが、KDDIに課せられた責務です。

自然災害やサイバー 
テロなどによる通信の
遮断

不測の事態でも安定し
た情報通信サービスを
提供し続けること

KDDIのCSR重要課題

【重要課題】安定した情報通信サービスの提供

商品品質・品質基準の策定・更新
（企画品質・設計品質・適合品質・運用品質）

PLAN （Aim & Standard）

商品品質に準じた設備の構築
（ネットワーク構築・監視設備・運用体制など）

DO

品質基準の満足レベルを分析
（稼働率・故障率・お客さま満足度など）

CHECK

品質基準を満たさない項目に対する対策実施

ACTION

2017年3月期のKPI

2016年3月期の全社災害対策訓練 
において抽出された課題改善率

目標100%▶実績100%

故障発生

無線基地局 無線基地局

陸上ルートＡ

陸上ルートＢ

海底ルート
基地局制御装置 基地局制御装置

加入者交換機 加入者交換機関門交換機 関門交換機



Social

KDDI CORPORATION　統合レポート 2017 33

社会課題の認識
KDDIのリスクと機会

リスク 機会
スマートフォンや携帯電話などICTの急速な普及に伴い、社会の利便
性が高まる一方、それらを通じて子どもたちがトラブルに巻き込ま
れたり、高齢者のデジタルデバイド（情報格差）が拡大するなど、課題
が存続しています。KDDIは、あらゆるお客さまが安心・安全に、快適
に当社のサービス・製品をご利用いただける環境を整え、お客さまに
お選びいただける企業を目指します。

KDDIの商品・サービ
スを通じ、お客さまが
犯罪やトラブルに巻き
込まれること

社会的弱者でも安心・
安全、快適に使える端
末やサービスを提供す
ること

「KDDIスマホ・ケータイ安全教室」の実施
KDDI、沖縄セルラー電話、KDDIグループ共済会は、子

どもたちがスマートフォンや携帯電話を安心・安全に利
用するために必要なルールやマナーを理解し、自らの判
断でトラブルに対処する能力を身に付けるために、

「KDDIスマホ・ケータイ安全教室」を2006年3月期か
ら全国で実施しています。

青少年向け講座は小学生、中学生、高校生、保護者・教
職員の方々が対象で、2017年3月期は計3,806回実施
し、約68万名の方にご参加いただきました。

講座が受講者に与える影響については、2016年3月期
に実施した産官学連携講座において、講座実施前後のア
ンケートで測定しており、受講後は全7項目でトラブル
回避傾向に改善が見られています。また、講座内容をま
とめた貸し出し用DVD教材は公益財団法人消費者教育
支援センター主催の「消費者教育教材資料表彰2017」で
優秀賞を受賞しています。

講座プログラムは毎年見直しており、動画による説明
や題材の更新など、今後も子どもたちの意識をさらに喚
起する教材の導入に努めます。

また、シニア向け講座では、概ね70歳以下のシニアで、ス
マートフォンをまだ持っていない方や持っていても使い方
がよく分からない方へ「シニア向けスマートフォンコース」

「シニア向けタブレットコース」の講座を実施しています。
KDDI社員が講師として地域の施設を訪問。受講者は、講

師の操作を投影した画面を見ながら、1人1台ずつ貸し出さ
れるauのスマートフォンやタブレットを使って基本的な操
作や、メール、インターネットの使い方などを体験します。

2017年3月期は、災害時のスマートフォンの有効活
用についてもあわせて学ぶ「防災対策を学ぶコース」を

新設しました。防災対策に役立つアプリや、災害用伝言
板サービスなどによる緊急時の安否確認や連絡手段につ
いても学びます。

スマートフォン、
タブレットなどを
活用することで、シ
ニアの方々が安心・
安 全 で 暮 ら し を
もっと便利に快適
に過ごせるよう、今
後もプログラムの
改良に取り組んでいきます。

アクセシビリティの向上
生活のあらゆるシーンにおいてICTが活用される中、

すべての人がICTのメリットを享受できる社会をつくる
「デジタルインクルージョン」という考え方が注目されて
います。KDDIは、「お客さま体験価値向上」の取り組みの
中で、すべてのお客さまに今までよりも、もっとコミュ
ニケーションの喜びを感じていただける製品・サービス
の提供が重要だと考えています。

世界中の大人や子ども、高齢者、障がいのある方も、多
くの人ができるだけ格差なく、さまざまな製品・サービ
スを享受できる、ICTアクセシビリティの高い社会にし
ていくために、徹底したお客さま目線で製品やサービス
を提供しています。
製品を通じた取り組み

製品 対象 特徴

miraie f
（ミライエ フォルテ）子ども

ネットの危険や使いすぎを防止する機能を搭
載したジュニア向けスマートフォン。防犯ブ
ザー、居場所確認機能を搭載

BASIO2 シニア
電話やメール、カメラの「使いやすさ」を追求。
文字入力のヒントを画面に表示する「文字入
力アシスト機能」を搭載

かんたんケータイ
KYF32 シニア 高音質通話機能、シンプルなメニュー画面、大

きいキーで、使いやすさを追求

簡単ケータイ
K012

視覚
障がい者

操作方法やメールの内容などを声で知らせる
「音声読み上げ機能」や、電話帳の呼び出しや
アプリの起動などを声で操作できる「音声認
識機能」を搭載

【重要課題】安心・安全な情報通信社会の実現

KDDIのCSR重要課題

「KDDIスマホ・ケータイ安全教室」

ジュニア向け講座満足度

目標90点▶実績93.7点

シニア向け講座理解度

目標83%▶実績82%

2017年3月期のKPI （一例）



Social

KDDI CORPORATION　統合レポート 201734

KDDIフィロソフィ
「KDDIフィロソフィ」とは、従業員が持つべき考え方・

価値観・行動規範を示したものです。通信事業を本業と
しているKDDIだからこそ、大事にしなければならない
考え方やKDDIのあるべき姿が随所に盛り込まれていま
す。「KDDIフィロソフィ」は、KDDIの従業員がとるべき
基本姿勢であり、CSRの基盤でもあります。その実践を
通じて、すべてのステークホルダーの皆さまから愛され、
信頼される企業を目指しています。
「KDDIフィロソフィ」の共有と実践を目指し、社長・役

員が全従業員に向けて直接「KDDIフィロソフィ」の意味
や具体例などを語り、浸透を図っています。

2017年3月期は、延べ582回の勉強会を実施するな
ど、引き続き、国内外で「KDDIフィロソフィ」の浸透に向
けた活動を推進しています。

【KDDIフィロソフィ】
http://www.kddi.com/corporate/kddi/philosophy/

社員力の向上
2017年3月期から2019年3月期までの3年間の中期

目標で目指す「ライフデザイン企業への変革」に向け、
KDDIは、「社員力の向上」に注力しています。この中の

「多様な人財の活用」で、「女性活躍推進」を目標に掲げて
います。

人財確保の考え方
KDDIの企業理念にあるように、従業員はもっとも重

要なステークホルダーのひとつであり、重要な資産であ
ると考えています。近年の情報通信分野における市場環
境は、技術革新やグローバル規模での競争の激化、多様
な事業者の参入などを受け、急速な勢いで変化していま
す。この変化に迅速に対応し、継続的に成長していくた
めに、性別や年齢、国籍、障がいの有無にかかわらず、多
様な人財の採用と活躍支援に力を入れています。

なお、児童労働や強制労働の禁止、最低賃金の遵守に
ついては、法律に基づき取り組んでいます。

人財育成の考え方
「ライフデザイン企業への変革」の実現のためには、

「社員力の向上」は最重要課題のひとつと認識していま
す。KDDIは人財価値の最大化・人財の適材適所を実現す
ることを目的とした採用・育成・活用・登用を戦略的に
行う「タレントマネジメントプロセス」の仕組みを構築
しています。これにより従業員一人ひとりの成長と組織
パフォーマンスの最大化を両立していきます。

女性リーダーの育成・登用
KDDIは、会社の意思決定に女性を参画させることが

企業力強化につながると考え、女性リーダーの育成に注
力しており、2021年3月末までの数値目標として、組
織のリーダー職で人事評価権限を持つ「ライン長」に女
性を200名登用することを掲げています。

また、女性リーダー育成の基盤となる女性管理職育成
の拡充にも努めて
います。

社員力の向上

タレントマネジメントの導入
戦略的強化部門への要員シフト
グローバル人財の育成
多様な人財の活用

【重要課題】多様な人財の育成による活力ある企業の実現

KDDIのCSR重要課題

社会課題の認識
KDDIのリスクと機会

リスク 機会
少子化・高齢化、人口減少への対応としてグローバル化が加速するな
ど、企業を取り巻く環境が急激に変化する中、KDDIでは、性別・年
齢・国籍などが異なる多種多様な個性や価値観を持った社員が、お互
いを尊重し、理解し合える風土づくりを目指しています。特に、女性
の活躍は必要不可欠であり、女性リーダーの育成・登用に向けて、さ
まざまな形でサポートしています。

国内水準の考え方だけ
に依拠したダイバーシ
ティの推進、労働慣行
の見直し

女性の経営参加を経営
戦略のひとつと捉え、
世界を視野に入れたダ
イバーシティ推進の加
速など

2017年3月期のKPI

女性ライン長数

目標200名（2021年3月末時点）

実績111名（2017年4月1日時点）

（一例）
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経営幹部
グローバル
トレーニング

（GIP, GIP Jr.）

国内外でのトレーニングを通じ、グ
ローバル事業・グローバル拠点を管
理できる経営幹部を育成する

海外
ビジネス留学

海外の大学やNPOでのビジネスパー
ソンとの交流やインターンシップを
通じ、ビジネスのグローバルスタン
ダードを習得する

海外
専門留学

海外の大学・専門機関などに在籍し、
高度な専門知識の修得と関係者との
人的ネットワークの深化を図る

女性管理職数の推移

0

300

100

200

（名）

270

124 140
177

2013 2014
（3月31日に終了した各決算期）

2015 2016

251

2017

女性ライン長プログラム（JLP）
KDDIは2017年3月期より、キャリアのパイプライン

構築を目的に、若手から部長職登用候補までを対象とし
た「女性ライン長プログラム（JLP）」を開始しました。こ
のプログラムは女性役員およびライン長の育成・登用を
見据えた女性リーダー輩出プログラムです。各部門と連
携して選出した候補者の個別管理による計画的な育成の
ため、2017年3月期は女性ライン長候補者約200名を
対象にD&I推進室が一人ひとりと面談を実施しました。
また、候補者層の拡大を目的とした若手女性社員対象の
キャリアデザインセミナーや、男性も含めた全管理職に

向けて、女性管理職育成の必要性および育成方法への理
解浸透を図るｅラーニングを実施しました。

2018年3月期は上司自らが変わるためのeラーニン
グコンテンツをリリースし、継続して社内の意識改革に
取り組む予定です。

主なグローバル人財育成施策
「社員力の向上」の実現に向けて、「グローバル人財の

育成」にも積極的に取り組んでいます。

「なでしこ銘柄」に5年連続で選定
KDDIは、積極的に女性活躍推進に取り組む上場企業を選定する「なでしこ銘柄」として、2013

年3月期から5年連続で選定されています。
「なでしこ銘柄」は、女性活躍推進に積極的に取り組む企業を魅力ある銘柄として、経済産業省

と東京証券取引所が共同で選定・紹介する事業です。

【auショップへの支援】
auショップなどの販売代理店は、お客さまが実際にauと対面する場です。
KDDIは、お客さま体験価値を提供し、お客さま満足を最大化するためには、こうした販売代理店、中でも専門店舗であ

るauショップのサービスレベル向上がもっとも重要だと考え、能力向上に向けた支援を行っています。
店舗全体でのサービス向上においてはauショップスタッフの育成が欠かせないと考え、セールストレーニングを学ぶ

集合研修、基礎的業務知識や新商品情報を学ぶeラーニングの実施など、auショップスタッフの学習が効率的かつ効果的
に進められるよう工夫しています。また、スタッフのスキルを評価する資格認定制度を導入しており、よりお客さま満足度
の高いセールス力を評価する「auアドバイザー」「auマスター」「auエキスパート」を設
け、プロフェッショナル育成を行うとともに、接客コンテスト「au CX AWARD」を毎年
全国各地で開催し、優秀者の表彰と接客好事例の共有を図っています。

auショップおよびスタッフのサービス水準については、本社専門部隊による店舗業務
の改善、監査および監査結果に基づくフィードバックの実施などを徹底し、一定水準以上
の基準を担保するサービス管理体制を整えています。

接客スキルを披露する
auショップスタッフ
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環境マネジメント体制
経営と、CSRおよび環境を一体で推進する姿勢を明確

にするため、コーポレート統括本部長を委員長、CSR・環
境推進室を事務局とする「CSR委員会」を設置し、環境に
関する重要事項を審議しています。審議結果は、CSR担当
役員を議長、CSR・環境推進室を事務局とし、ISO14001
認証を取得している各部門・グループ会社の担当者が参
加する「環境部会」を通して、各本部、関連会社に展開さ
れ、各組織の目標などに反映されています。

KDDIグループにおいては、CSR・環境推進室が中心と
なり関連部署と連携し、グループ横断の管理体制を推進
しています。

第3期中期環境保全計画の実績
KDDIは、2017年3月期を最終年度とした環境保全

5ヵ年計画「KDDI GREEN PLAN 2012–2016」を策定
し、推進してきました。

本計画において、2017年3月期の電力消費量を、省エ
ネ対策を講じない場合と比較して30%抑制するという
目標を設定し、KDDIの電力消費量の約98%を占める通
信設備において、基地局再編・省電力型基地局の開発・
ネットワークのスリム化などによる削減に取り組んだ結
果、41.8%の電力消費量を抑制することができました。

第4期環境保全計画の策定
KDDIは、新たな環境保全計画「KDDI GREEN PLAN 

2017–2030」を策定しました。本計画は、2015年に
COP21で採択された「パリ協定」の長期目標および政府
の地球温暖化対策計画を踏まえ2031年3月期までの長
期計画とし、自社のCO2排出量
に つ い て2014年3月 期 比 で
7%削減を目標としました。本
目標達成を目指し、再生可能エ
ネルギーの活用など、さまざま
な削減手法を活用し、CO2排出
量削減に取り組んでいきます。

「KDDI GREEN PLAN 2017–2030」の概要
1.地球温暖化対策

・  2031年3月期のKDDI単体（国内）のCO2排出量を、
2014年3月期比で7%削減

・エネルギー効率の高い国内外データセンターの構築
・  KDDIのICTサービスの提供を通じて、社会のCO2排

出量の削減に貢献
2.循環型社会の形成

・撤去通信設備のゼロエミッション*維持
・  使用済み携帯電話のマテリアルリサイクル率99.8%

維持
3.生物多様性保全

・  生態系を保全するため、ICTを活用した取り組みを積
極的に推進

* 最終処分率1%以下をゼロエミッションと定義

KDDIのCSR重要課題

2017年3月期のKPI
電力消費量を抑制（2017年3月
期までの電力消費量。省エネ対策

を講じない場合との比較）

目標30%

実績41.8%

（一例）

【重要課題】地球環境保全への取り組み

社会課題の認識
KDDIのリスクと機会

リスク 機会
地球温暖化に対して、温室効果ガス排出の削減による温暖化緩和策に
加え、地球環境への影響に応じた自然や人間社会のあり方の調整といっ
た、温暖化に対する適応が問われています。2015年には、地球の気温上
昇を産業革命以前と比較して2℃未満に抑え、さらに1.5℃未満に抑え
る努力を世界共通の目標とした「パリ協定」が発効されています。企業
活動においても、緩和と適応を同時に取り組んでいくことが必要です。

地球温暖化をはじめと
する気候変動や大規模
自然災害

これらのリスクに対す
る緩和および適応
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国内市場とKDDI

国内市場の特徴

　2017年3月末の日本の携帯電話累計契約数は、前期
末比4.0％増の1億6,273万契約*1となりました。
　スマートフォンの普及拡大や、一人のユーザーが複数
のデバイスを利用する「マルチデバイス化」が進むこと
で、モバイル市場は引き続き成長を続けています。
　また、MNO*2からネットワークを調達してモバイ
ルサービスを提供するMVNO*3の契約数も大きく伸張
し、前年同月末比6.8％増の1,586万契約*1となりま
した。モバイル通信市場に占めるMVNO契約数比率は
9.4%*1 *4（SIMカード型契約に限定すると5.9%*1 *4）
に達しており、今後も拡大が見込まれています。
　さらに、あらゆるモノとインターネットがつなが
るIoT分野では、低消費電力での広域通信が可能な

「LPWA」（Low Power Wide Area）の仕様が確立し、
IoT時代に必要な通信環境が整いつつあります。企業や
地方自治体などにおけるIoTの活用事例も増えており、
モバイル市場のさらなる拡大が見込まれます。
　なお、IoTにより創出される市場全体の規模は、2015
年の5,200億円から2022年には3.2兆円まで拡大*5す
るとの予測もあり、今後、モバイル市場の規模拡大を牽
引すると考えられています。
*1   出典：  総務省 電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データ

の公表（平成28年度第4四半期（3月末））
*2 移動体通信事業者（Mobile Network Operator）
*3 仮想移動体通信事業者（Mobile Virtual Network Operator）
*4   MVNO契約数比率＝MVNOサービスの契約数／移動系通信の契約数

  SIMカード型契約数比率＝SIMカード型の契約数／（移動系通信の契約数
－MNOが提供する通信モジュールの契約数（1,659万契約））

モバイル

固定ブロードバンド
　全国総世帯数に占めるFTTH世帯カバー率は9割超*6、
CATVのホームパス*7も7割超*8に達しており、日本の
高速ブロードバンド利用環境はほぼ整備されています。
　2017年3月末の固定ブロードバンドサービス契約数
は、前年同月末比2.3％増の3,869万契約*1となりました。
　固定ブロードバンドサービスは、普及率がすでに約7
割に達している状況ではあるものの、モバイルとのセッ
ト割引型サービスの普及が進むことや、NTT東西の光ア
クセス回線卸売を利用する事業者による新規市場の開拓
などにより、市場は緩やかに拡大し続けています。
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（兆円）

0.52 0.71
0.93

1.18
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● IoT市場の推移*5
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7.8
1,346

8.2
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8.6

1,485

599 673 758 807

8.9

4.0 4.5
5.1 5.4

2016.3 2016.6 2016.9 2016.12

1,586

891

5.9

9.4

2017.3

MVNO契約数（左軸）　 MVNO契約数比率（右軸）
SIMカード型契約数（左軸）　 SIMカード型契約数比率（右軸）

● MVNOの契約数・契約数比率の推移*1 *4

● 固定ブロードバンド契約数の推移*1

*6 出典：   インフォメーションNTT東日本2016：経営全般：電気通信設備状
況：アクセス網の光化。2017年3月末の東日本電信電話株式会社

（NTT東日本）のFTTH世帯カバー率は95%、西日本電信電話株式会
社（NTT西日本）は93%（推定）

*7   ケーブルテレビの施設設置許可地域内で、伝送路の施設が完了しているエ
リア内の世帯数

*8 出典：   放送ジャーナル 2017年7月号（2017年3月末現在）  
総務省住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数：5,695万世帯

（平成28年1月1日現在）
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*5 出典：  株式会社野村総合研究所「2022年度までのICT・メディア市場の規
模とトレンドを展望」を基に当社作成。市場規模には、エネルギー・
セキュリティ・自動車・流通・ヘルスケアなどを含む
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　国内通信事業が安定成長期へと移行しつつある中、
モバイル通信各社は、新たな収益源の確保に向けて、国
内通信事業の顧客基盤を活用することにより、非通信事
業領域での収益化に向けたさまざまな取り組みを積極化
させています。
　また、オンライン上のモバイルコンテンツサービスの
決済手段としてキャリアビリングが浸透していることに
加え、オフライン領域におけるサービスの決済手段とし
て、通信会社独自のクレジットカードを提供するなど、
オンライン・オフライン双方の収益を取り込む仕組みを
整えています。

　スマートフォンやタブレット端末の普及および性能の
向上、通信技術の進化などに伴い、日本のモバイルトラ
フィック量は増加し続けており、月間平均トラフィック
は直近1年で1.4倍に増加しています。

非通信事業領域

モバイルトラフィックの増加

● 国内のモバイル月間総トラフィックの推移

● モバイルコンテンツおよびモバイルコマース市場規模の推移
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39,046
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28,596
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44,228

出典：一般社団法人 モバイル・コンテンツ・フォーラム調査

　特に、最繁時の平均トラフィックは、月間平均に対し
約1.4倍の水準となっており、モバイル通信各社にとっ
て、増加するモバイルトラフィックを効率的に収容し、
ネットワークを安定的に稼働させることが重要な課題と
なっています。
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出典：総務省 「我が国の移動通信トラヒックの現状」（平成29年3月分）
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　2000年10月、長距離通信の第二電電株式会社（DDI）、
国際通信のKDD株式会社、日本移動通信株式会社（IDO）
の3社合併により発足したKDDI株式会社は、M&Aなど
を通じて、モバイル通信・固定通信を併せ持つ総合通信
事業者としての基盤を拡充し、成長を続けてきました。
　現在、国内においては、新たな収益源の確保に向けて、
通信事業の顧客基盤を活用することにより、非通信事業

領域での収益化に向けたさまざまな取り組みを積極化さ
せています。
　また、グローバル事業においても、ミャンマー・モンゴ
ルのモバイル通信市場に参入するなど、持続的成長に向
けた取り組みを進めています。

出典：  一般社団法人 電気通信事業者協会資料を
基に当社作成

*1   NTTドコモ株式会社、ソフトバンク株式会社、
KDDI（au）による3社間のシェア

● モバイル契約数シェア*1

（2017年3月末）

出典：総務省資料を基に当社作成
*2   KDDI ＋ ctc ＋ 沖縄セルラー電話株式会社 

＋ ビッグローブ株式会社

● FTTH契約数シェア
（2017年3月末）

出典：  放送ジャーナル（2017年7月号）を基に当
社作成

●   ケーブルテレビ有料多チャンネル
契約数シェア （2017年3月末）

国内市場とKDDI

NTTドコモ
46.0%

J:COM
51.7%

NTT東日本
38.1%

KDDI（au）
29.8%

TOKAI
3.3%

電力系
事業者
9.1%

KDDI*2
12.9%

ソフトバンク
24.2%

その他
39.3%

その他
9.5%

CNCI
5.7%

NTT西日本
30.3%

163百万
契約

7.21百万
契約

29百万
契約

KDDIの状況

通信会社から「ライフデザイン企業」へ

DDI

KDD

IDO

2000年 2005年 2010年 2015年 2016年 2017年

グローバル事業

国内通信事業

ライフデザイン事業
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●モバイル
　2017年3月末のau携帯電話累計契約数は、前期末比
5.7％増の4,854万契約となり、モバイル3社間における
シェアは、前期末比0.5ポイント増の29.8％となりました。
　このうち、個人のお客さまを対象とするパーソナルセ
グメントにおいては、auスマートフォン浸透率が61.8％ 

（LTEに限定すると60.9％）まで上昇しました。
　また、連結子会社が提供するMVNO事業の契約数
は、前期末比77万増の87万契約となりました。今後は、
au+MVNOベースでの「モバイルID数」の拡大を図って
いきます。

●非通信事業領域
　KDDIは、新たな成長軸の確立に向けて「au経済圏の
最大化」に向けた取り組みを強化しています。
　au経済圏は主に、オンライン領域におけるauスマー
トパスなどのデジタルコンテンツ、オフライン領域にお
ける物販・電力・金融などのライフデザインサービスで
構成され、これらのサービスの利用額と、KDDIが提供
する決済手段（auかんたん決済、au WALLET）を用いて
決済された金額の総計が、au経済圏流通総額となります。
　2017年3月期のau経済圏流通総額は、前期比で75.3%
増加し、1兆2,800億円となりました。

● FTTH累計契約数の推移（連結）

*5   2013年3月期はJCNのみ、2014年3月期以降はJ:COM＋JCN。2013
年12月のJ:COMによるJCN連結化に伴い、2014年3月期については、総
加入世帯数の算出方法をJ:COM基準に統一。2015年3月期以降は、「総加
入世帯数」から「RGU対象世帯数」へ定義変更。2015年3月期の「総加入世
帯数」ベースは505万世帯

● ケーブルテレビRGU対象世帯数*5の推移

● au経済圏流通総額

●固定ブロードバンド
　2017年3月末のFTTH累計契約数は、ビッグローブ
株式会社の連結化影響もあり、前期末比10.5％増の415
万契約（市場シェアは12.9％）となりました。
　また、2017年3月期末のケーブルテレビにおける
RGU対象世帯数は、前期末比4.6％増の529万世帯とな
りました。

　なお、2017年3月末におけるJ:COMのケーブルテレ
ビ有料多チャンネルサービス契約数シェアは、約5割を
占めています。
　FTTH・ケーブルテレビとauとのクロスセルを通じ
て、KDDIグループのお客さま基盤のさらなる強化およ
び拡大が続いています。
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（3月31日に終了した各決算期）

● au累計契約者数*3の推移（連結）

*4   auスマートフォン÷一般端末（スマートフォン・フィーチャーフォン  
（ぷりペイド含む））

● auスマートフォン浸透率*4の推移（パーソナル）
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*3 KDDI ＋ 沖縄セルラー電話株式会社 ■■LTEスマートフォン　■■3Gスマートフォン

KDDIグループの主要事業の状況
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モバイル市場データ

累計契約数（累計契約数シェア*1）

解約率

市場データ
（3月31日に終了した各決算期）

■au 37,709
(28.6%)

40,522
(29.0%)

43,478
(29.4%)

45,910
(29.3%)

48,540
(29.8%)

46,590
(29.6%)

47,237
(29.6%)

47,829
(29.8%)

48,540
(29.8%)

■NTTドコモ 61,536
(46.7%)

63,105
(45.2%)

66,596
(45.0%)

70,964
(45.4%)

74,880
(46.0%)

71,614
(45.4%)

72,943
(45.7%)

73,588
(45.8%)

74,880
(46.0%)

■ソフトバンク 32,480
(24.7%)

35,925
(25.7%)

37,766
(25.5%)

39,586
(25.3%)

39,310
(24.2%)

39,365
(25.0%)

39,346
(24.7%)

39,267
(24.4%)

39,310
(24.2%)

合計 131,725 139,552 147,840 156,459 162,730 157,568 159,526 160,684 162,730
*1 株式会社NTTドコモ、ソフトバンク株式会社、当社（au）による3社間のシェア
出典：一般社団法人 電気通信事業者協会資料を基に当社作成

au*2 0.63 0.76 0.69 0.88 0.83 0.77 0.72 0.78 1.07
NTTドコモ *3 0.82 0.82 0.61 0.62 0.59 0.62 0.53 0.56 0.66
ソフトバンク *4 1.09 1.27 1.36 1.35 1.24 1.13 1.06 1.25 1.53

*2 一般端末（スマートフォンおよびフィーチャーフォン）ベース。（パーソナルセグメントベース）
*3 2016年3月期より解約率の定義を変更し、2014年3月期・2015年3月期実績も変更
*4 2016年3月期より解約率の定義を変更し、2015年3月期実績も変更
出典：各社決算資料を基に当社作成
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40,000

60,000

80,000（千契約）

2017.32016.122016.92016.62017.32016.32015.32014.32013.3

純増数（純増シェア*1）

■au 2,600
(34.5%)

2,813
(35.9%)

2,956
(35.7%)

2,432
(28.2%)

2,631
(41.9%)

680
(61.4%)

647
(33.0%)

593
(51.1%)

711
(34.7%)

■NTTドコモ 1,407
(18.7%)

1,569
(20.0%)

3,490
(42.1%)

4,368
(50.7%)

3,916
(62.5%)

650
(58.6%)

1,330
(67.9%)

645
(55.7%)

1,292
(63.2%)

■ソフトバンク 3,531
(46.8%)

3,445
(44.0%)

1,841
(22.2%)

1,820
(21.1%)

–276
(–4.4%)

–222
(–20.0%)

–19
(–0.9%)

–79
(–6.8%)

43
(2.1%)

合計 7,537 7,827 8,288 8,619 6,271 1,109 1,958 1,158 2,045
出典：一般社団法人 電気通信事業者協会資料を基に当社作成
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ブロードバンド普及状況の推移

ケーブルテレビ有料多チャンネル契約数シェア

固定通信市場データ

■FTTH 2,385 2,531 2,661 2,788 2,932 2,835 2,868 2,902 2,932
■CATV 601 623 643 673 685 679 683 686 685
■ADSL 542 447 375 320 251 310 299 288 251
■FWA 1 1 1 1 1 1 1 1 1
合計 3,530 3,602 3,680 3,782 3,869 3,825 3,851 3,875 3,869
出典：総務省資料を基に当社作成

J:COM 52.7 52.5 52.8 50.7 51.7
CNCI 5.0 5.2 5.2 5.8 5.7
TOKAI 4.0 3.8 3.7 3.3 3.3
その他 38.2 38.6 38.3 40.2 39.3

出典：放送ジャーナルを基に当社作成

FTTH契約数シェア

KDDI 11.4 12.2 12.5 13.0 12.9 13.1 13.1 13.1 12.9
NTT東日本 40.9 40.2 39.1 38.2 38.1 38.2 38.2 38.2 38.1
NTT西日本 31.6 31.1 31.2 30.8 30.3 30.6 30.5 30.4 30.3
電力系事業者 9.0 8.9 8.8 9.2 9.1 9.1 9.2 9.1 9.1
その他 7.2 7.5 8.3 8.8 9.5 9.0 9.1 9.3 9.5

出典：総務省資料を基に当社作成

0

10

20

30

40

50（%）

2017.32016.32015.32014.32013.3 2017.32016.122016.92016.6

その他
TOKAI
CNCI
J:COM

0

10

20

30

50

40

60

2015.6 2015.9 2015.12 2016.3

（%）

2017.32016.32015.32014.32013.3

0

1,000

2,000

3,000

4,000（万契約）

2017.32016.32015.32014.32013.3 2017.32016.122016.92016.6



KDDI CORPORATION　統合レポート 201744

セグメント別活動報告

パーソナルセグメント

「お客さま体験価値」の提供に向けて
　KDDIは、お客さまに「au」を長期的にご利用いただく
ことを目指し、auのご利用年数と対象料金プランの定額
料に応じてWALLETポイントを毎月プレゼントする「au 
STARロイヤル」、auショップの優先予約が可能になる

「au STARパスポート」、ご登録いただいたお客さま全員
がご利用できる「au STARギフト」といった、3つの特典
を用意した無料の会員制プログラム「au STAR*」を開始
し、2016年8月より順次拡充してきました。

　また、2016年12月には、当社直営店で最大規模とな
る「au SENDAI」をオープンしました。本店舗は、店舗面
積を活かし、カフェ「BLUE LEAF CAFÉ」を併設するほ
か、イベントワークショップの開催、東北復興支援の取
り組みの展示など、通信とライフスタイルが融合した新
しいお店のかたちを体現しています。

料金プランの拡充
　2016年9月より、auスマートフォンで大容量データ
をご利用されるお客さま向けに、データ容量の上限を
20GB/30GBへ拡大した大容量データ定額サービス

「スーパーデジラ」を提供しています。
　3GBの増容量（5GBから8GB）で1,700円の追加料金
となる従来サービスに対し、新サービス「スーパーデジ
ラ」は、1,000円の追加で4倍（5GBから20GB）のデー
タ利用が可能となることから、20GBプランを中心に契
約者は順調に拡大しています。

（注）  表記の金額はすべて税抜。基本料（誰でも割適用時）＋データ定額料＋イ
ンターネット接続料の合計額
基本料は5分以内の国内通話がかけ放題。1回の通話が5分を超えた場合、
5分超過分につき30秒ごとに20円の通話料が別途必要

*   auスマートフォン、auケータイをご利用の個人のお客さま対象。ご利用には
会員登録（無料）が必要です

個人向け通信サービスなどの提供
個人のお客さまを対象に、モバイル・固定通信サービスなどを提供しています。モバイルでは、主力の「au」ブランドのサービ
スと、連結子会社のUQコミュニケーションズ株式会社などが提供するMVNOサービス、固定通信では、「auひかり」ブラン
ドのFTTHサービス、CATVサービスなどを展開しています。また、通信以外のサービスとして、auショップを活用した物販
サービス「au WALLET Market」や、「auでんき」などのエネルギーサービスを提供しています。

主要な取り組み

「au SENDAI」の店内の様子

従来サービス

新サービス「スーパーデジラ」

1 3 5 8 10 13 （GB）

4,900
6,200

7,000

8,700
10,000

11,800

1 3 5 20 30（GB）

4,900
6,200

7,000
8,000

10,000

2016年8月～2016年8月～ 2016年11月～
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パーソナルセグメント

「auでんき」によるエネルギービジネスへの参入
　2016年4月より、全国*1で「auでんき」の提供を開始
しました。auケータイ・スマートフォンとあわせてご利
用いただくことで、毎月の｢auでんき」ご利用料金に応じ
て最大5％相当分のWALLETポイントを還元*2します。
また、電力使用量や電気料金が一目で分かる「auでんき
アプリ」を提供し、お客さまのライフスタイルにあわせ
た省エネのアドバイスなど、お得な生活をサポートして
います。
*1 沖縄県と一部離島を除く

毎月の電気代の支払いをよりお得に
1ヶ月の電気料金に応じて
WALLETポイントを還元*2

auブランド価値向上に向けて
　国内通信市場においてサービスなどの同質化が進む
中、より多くのお客さまにご支持いただくためには、ブ
ランド価値の向上が必要不可欠となります。
　KDDIは、商品・サービスはもちろん、広告・接客に至
るまで、あらゆるお客さま接点の質的向上に向けた取り
組みを進めています。中でも、広告では、CM総合研究所
の「2016年度 企業別CM好感度ランキング」において、
3年連続でCM好感度No.1企業として「ベスト・アドバ
タイザー」を受賞しました。

安心・安全な製品・サービスの提供
KDDIは、子どもから高齢者の方まで幅広いお客さま

に安心・安全にサービスをご利用いただくため、さまざ
まな取り組みを行っています。

製品においては、ジュニア向けスマートフォン
「miraie f」を発売し、ネットの危険や使いすぎを防止す
る機能に加え、防犯ブザーや居場所確認機能を搭載する
など、お子さまとその保護者が気軽に安心して利用でき
る製品の提供に努めました。また、シニア向けスマート
フォン「BASIO2」は、電話やメール、カメラの「使いや
すさ」を追求し、文字入力のヒントを画面に表示する

「文字入力アシスト機能」を搭載するなど、初めてス
マートフォンをご利用されるシニアの方でも使いこな
しやすい操作性を追求しています。

サービスにおいては、SNSなどのCGMサービス*3を
ご利用の際、お客さま同意のもと、年齢情報（コンテン
ツ提供会社が指定した年齢以上か未満であるかの情報）
をサイト提供会社に通知する「年齢確認サービス」を提
供しています。
*3   CGM（Consumer Generated Media）：ソーシャルネットワーキング

サービス（SNS）、ブログ、クチコミサイトなど、消費者が自ら情報を発信
していくメディアの総称。

*2   au WALLETプリペイドカードにキャッシュバックする従来の割引サービ
スは、2017年8月28日をもって終了

  売上高

36,330億円
  営業利益

7,111億円
  EBITDA

12,412億円

～4,999円 ～7,999円 8,000円～

1％ 3％ 5％

サービス改善への取り組み
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セグメント別活動報告

バリューセグメント

「auスマートパスプレミアム」提供開始
　2017年1月、KDDIは「auスマートパス」の上位サー
ビスとして「auスマートパスプレミアム」を開始しまし
た。曜日ごとに映画・カラオケの割引、フライドポテトの
プレゼントなどがある「auエブリディ」や、端末破損時の

「復旧サポート」により、「おトク」「安心」をさらに強化す
ることで、「お客さま体験価値」の向上に努めていきます。

個人向けコンテンツ・決済サービスなどの提供
個人のお客さまを対象に、オンライン・オフラインの両領域において、コンテンツ・決済などの付加価値サービスを提供して
います。「auスマートパス・auスマートパスプレミアム」をはじめとする月額会員制のデジタルコンテンツサービスの魅力化
や、「Wowma!」などのコマース事業、保険などの金融事業の強化による「au経済圏の最大化」を進め、通信以外の収益拡大を
図っています。

コマース事業の強化によるau経済圏の拡大
　ネットショッピングサービスである「au WALLET 
Market」は、2017年3月末に会員数が500万を突破し
ました。今後も、auをご利用いただいているお客さま向
けに、厳選したこだわりの商品ラインナップを拡充する
ことで、お客さまのライフスタイルにあったショッピン
グサービスを提供していきます。
　また、2017年1月に、「auショッピングモール」「DeNA 
ショッピング」のサービスブランドを統合し、一人ひとり
の毎日にWOW体験（驚きの体験）をお届けするショッ
ピ ン グ モ ー ル「Wowma!」の 提 供 を 開 始 し ま し た。

「Wowma!」は、人気・話題のファッション・コスメ・グル
メ・日用品などが揃った総合ショッピングモールサイトで
す。「Wowma!」の提供を通じて、auをご利用でないお客
さまに対してもお客さま接点を構築することで、コマー
ス事業を一層強化し、au経済圏の拡大に取り組んでいき
ます。

データ分析分野の強化
　データ分析の活用による、「お客さま体験価値」の向上
とパートナービジネスの推進を目的として、アクセン
チ ュ ア 株 式 会 社 と の 合 弁 を 前 提 に 株 式 会 社ARISE 
analyticsを設立しました。最新のAI技術などを取り入
れた次世代型チャットサービスやレコメンドエンジンの
開発、当社グループが保有するデータの分析支援などに
注力することで、通信サービス
やIoTビジネスを含むさまざま
な付加価値サービスにおける

「お客さま体験価値」の向上に貢
献していきます。

主要な取り組み

オンラインを通じたサポート体制
　KDDIは、インターネット接続サービス「au one net」
をご利用のお客さま向けに、インターネット利用に関わ
るさまざまな問題を365日、9時から23時まで専門オ
ペレータがサポートする「安心トータルサポート」を有
料で提供しています。
　「安心トータルサポート」は、専門オペレータが電話

やリモート操作により、インターネットのネットワーク
機器の接続・設定や使用方法などのご質問にお答えす
る「au one net」の付加サービスです。KDDIが提供す
る機器に加え、PCの周辺機器やソフトウェアなどの設
定をはじめ、お客さまの幅広いニーズにお応えし、快適
なインターネット環境を提供しています。

  売上高

4,511億円
  営業利益

959億円
  EBITDA

1,173億円

サービス改善への取り組み
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ビジネスセグメント

グローバルセグメント

「つながるクルマ」の基盤構築を推進
　KDDIは、トヨタ自動車株式会社と共同で、「つながる
クルマ」に必要な車載通信機とクラウド間の通信に関し、
高品質で安定した通信をグローバルで展開するために、
グローバル通信プラットフォームの構築を推進していき
ます。
　モノとインターネットがつながるIoT時代の到来を迎
え、KDDIグループの総力をあげ、これまでに培ったノウ
ハウを結集し、法人のお客さまの事業成長をグローバル
規模でサポートしていきます。

企業向け通信・ソリューション／クラウド型サービスなどの提供
大企業から中小企業まで幅広い法人のお客さまを対象に、スマートフォン・タブレットなどのモバイル端末から、ネットワー
ク・アプリケーションまでをシームレスにご利用いただけるクラウド型サービスを含む、多様なソリューションサービスを
提供するほか、あらゆるモノとインターネットがつながるIoT分野においても、さまざまな取り組みを進めています。

海外での企業／個人向け通信・ソリューション／クラウド型サービスなどの提供
法人のお客さまに対して、データセンター「TELEHOUSE」を核としたICTソリューションをワンストップで提供するほか、
ミャンマーやモンゴルなどにおけるコンシューマビジネスにも積極的に取り組んでいます。

新興国における通信事業の発展に向けた取り組み
　ミャンマー通信事業においては、携帯電話基地局の大
都市郊外や地方都市での増設、高速データ通信ネット
ワークのエリア拡大に加え、エリア最適化による通信品
質の向上に取り組んできました。2016年10月には、ヤ
ンゴンとネピドーにおける一部の屋内エリアで2.1GHz
帯での4G LTEサービスを開始したほか、新たに取得し
た1.8GHz帯においても、2017年5月末に「LTE+」を開
始しています。
　また、モンゴル通信事業においては、国内の携帯電話
契約者シェアNo.1のMobiCom Corporation LLCで、
2016年5月より、首都ウランバートル市内で4G LTE
サービスを提供しています。

法人のお客さまのご満足に向けた取り組み
　KDDI法人ユーザー会は、KDDIのサービスをご利用
いただいている法人企業の皆さまによって運営される
組織で、KDDIが事務局として支援しています。異なる
業種の会員企業が集い、セミナー、見学会やワーク
ショップなどを開催し、交流・研鑽・親睦を図るととも
に、KDDIのサービス改善や新商品開発に皆さまの声を
反映させるべく、さまざまな活動を行っています。
　KDDI法人ユーザー会では、この場でしか体験でき
ない見学会やセミナーを通して、会員の皆さまとのコ
ミュニケーションの活性化を図っています。

主要な取り組み

主要な取り組み

グローバルネットワークの維持・運用
　KDDIは、世界の通信事業者とネットワークを相互
に接続し、各社と協力して世界各地を結ぶグローバル
なネットワークを維持・運用しています。また、KDDI
の国際通信サービスでは、信頼性に優れた光海底ケー
ブルを基幹ネットワークとして利用し、高品質なサー
ビスを提供するとともに、IPサービスを中心とする新
技術を駆使したサービスの提供に努めています。
　海底ケーブルは、日本の国際トラフィックの99%

（当社調べ）を収容する重要な社会インフラで、今後
ますます増加が予想されるアジア、太平洋地域の通信
需要に対応し、これまで以上に信頼性の高い通信サー
ビスを提供していきます。

  売上高

6,373億円

  売上高

2,772億円

  営業利益

721億円

  営業利益

242億円

  EBITDA

1,197億円

  EBITDA

370億円

サービス改善への取り組み

サービス改善への取り組み
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連結損益計算書分析

2017年3月期の連結業績報告・分析

売上高

営業利益

親会社の所有者に帰属する当期利益 1株当たり配当金

2016 2017

913

その他・
調整
＋0

グローバル
‒8

前期比
＋9.7%

ビジネス
+11

バリュー
＋23

パーソナル
＋55

833

（十億円）

前期比

前期比

前期比 前期比

パーソナルセグメントにおけるモバイル通信料収
入の増加や、「auでんき」「au WALLET Market」な
どのライフデザイン事業の増収に加え、バリューセ
グメントにおける付加価値ARPA収入の増加やジュ
ピターショップチャンネル連結化による増収効果な
ど も あ り、売 上 高 は 前 期 比6.3%増 と な る4兆
7,483億円となりました。

モバイル通信料収入や付加価値ARPA収入の増
加に加え、端末販売コストの削減効果などが、3G
関連の一部遊休設備の減損損失や作業委託費の増
加などを吸収し、営業利益は前期比9.7%増となる
9,130億円となりました。

営業利益の増加が、非支配持分利益の増加や、採
算性の低い一部海外事業の整理などによるその他
の営業外損失を吸収したことなどにより、親会社の
所有者に帰属する当期利益は前期比10.5%増とな
る5,467億円となりました。

年間配当金は、前期比15円増配となる85円、連
結配当性向は38.3%となりました。配当方針につい
ては、成長に必要な投資と安定した事業運営を考慮
しつつ、連結配当性向35%超を維持し、営業利益成
長に伴うEPS成長との相乗効果により、増配を継続し
ていきます。

6.3%増　4兆7,483億円

9.7%増　9,130億円

10.5%増　5,467億円 15円増　85円

2016 2017

4,748

その他・
調整
‒15

グローバル
‒17

前期比
＋6.3%

ビジネス
+5

バリュー
+179

パーソナル
＋130

4,466

（十億円）

（3月31日に終了した各決算期）
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連結財政状態計算書分析

資産

資本

有利子負債 D/Eレシオ

前期末比

前期末比

前期末比 前期末比

有形固定資産が減少したものの、ビッグローブな
どの連結子会社化に伴う資産の増加、au WALLET
クレジットカード事業の拡大やau携帯電話端末の
割賦販売による売掛金の増加などにより、資産は前
期末比3,832億円増となる6兆2,638億円となり
ました。

自己株式の消却により資本剰余金が減少したも
のの、当期利益の増加に伴う利益剰余金の増加など
により、資本は前期末比3,023億円増となる3兆
8,491億円となりました。

主に、借入金及び社債の返済を進めた結果、有利
子負債は前期末比836億円減となる1兆1,516億円
となりました。

有利子負債の減少に加え、利益剰余金の増加に伴
う親会社の所有者に帰属する持分の増加により、
D/Eレシオは前期末比0.05ポイント減の0.32倍
となりました。

3,832億円増　6兆2,638億円

3,023億円増　3兆8,491億円

836億円減　1兆1,516億円 0.05pt減　0.32倍

2016 2017

6,264
その他
+203

前期末比
+6.5%

営業債権及び
その他の債権
+160

有形固定資産
‒57

無形資産
+77

5,881

（十億円）

2016 2017

3,849

その他の親会社の
所有者に
帰属する持分

‒42

前期末比
+8.5%

非支配持分
＋56

資本剰余金
‒70

利益剰余金
＋358

3,547

（十億円）

（3月31日に終了した各決算期）



KDDI CORPORATION　統合レポート 201750

前期比前期比

前期比

フリー・キャッシュ・フロー 51 226 333 217 524
■営業活動によるキャッシュ・フロー 524 772 969 885 1,161
■設備投資 –467 –572 –668 –531 –519
■その他投資キャッシュ・フロー –6 26 32 –136 –118

EBITDA 960 1,186 1,285 1,411 1,524

設備投資／キャッシュ・フロー分析

設備投資額（支払ベース）

キャッシュ・フロー

固定では、モバイルをはじめとしたデータトラ
フィック増に対応する固定通信のネットワーク拡
充に加え、引き続きFTTH関連投資を実施し、前期
と同水準の1,943億円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、EBITDA
の増益や営業債務及びその他の債務の増加などに
より、前期比2,765億円増の1兆1,611億円の収入
となりました。

一方、投資活動によるキャッシュ・フローは、設
備投資の減少に加え、子会社の支配獲得による支出
の減少などにより、前期比307億円の支出減とな
る6,372億円の支出となりました。

これにより、営業活動によるキャッシュ・フロー
と投資活動によるキャッシュ・フローを合計した
フリー・キャッシュ・フローは、前期比3,072億円
増となる5,238億円となりました。

9億円増　1,943億円

3,072億円増　5,238億円

130億円減　3,250億円 固定・その他

フリー・
キャッシュ・
フロー

モバイル

■3G 57 27 11 5 4
■LTE 110 206 191 131 114
■共通設備他* 172 141 278 201 207
合計 338 374 479 338 325
*   IFRSの任意適用に伴い、2015年3月期以降はUQコミュニケーションズ株

式会社を含む
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500

13 14 15 16 17

（十億円）

日本基準 IFRS

■FTTH 43 33 31 24 24
■その他 86 165 158 170 170
合計 129 198 189 193 194

0

50
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150

200

250（十億円）

13 14 15 16 17
日本基準 IFRS

‒1,600

‒800

0

800

1,600（十億円）

13 14 15 16 17
日本基準 IFRS

モバイルでは、引き続きデータトラフィック増加
に対応した無線基地局および交換設備の新設・増
設などの投資を行いましたが、4G LTE（800MHz）
エリアの人口カバー率が99%を超え、エリア拡大
関連の投資が減少したこともあり、前期比130億
円減の3,250億円となりました。

2017年3月期の連結業績報告・分析

連結の設備投資は、前期比121億円減の5,194億円となりました。

（3月31日に終了した各決算期）
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パーソナルセグメント （3月31日に終了した各決算期）

業績概況
2017年3月期の売上高は、モバイル通信料収入の増

加に加え、「auでんき」や「au WALLET Market」などの
ライフデザイン事業の増収などにより、前期比3.7%増
の3兆6,330億円となりました。

一方、営業利益は、3G関連の一部遊休設備の減損を実
施したものの、端末販売コストの削減もあり、前期比
8.3%増の7,111億円となりました。

au通信ARPA／1人当たりモバイルデバイス数
au通信ARPAは、1人当たりモバイルデバイス数の伸

長に加え、スマートフォン浸透率が前期末比3.6ポイン
ト上昇し61.8%となったことなどにより、前期比140円
増の5,830円となりました。

■au通信ARPA（左軸）
1人当たりモバイルデバイス数（右軸）

1Q 2Q 3Q 4Q
2016

1Q 2Q 3Q 4Q
2017

0 0

1,500

3,000

4,500

6,000 2.000

1.500

1.000

0.500

（円） （台）

5,690 5,830

5,600 5,700 5,720 5,730 5,810 5,840 5,880 5,790

1.385 1.395 1.405 1.414 1.4211.421 1.4251.425 1.4271.427 1.4291.429

0

2,000

1,000

3,000

4,000

2015 2016 2017

（十億円）

3,5033,331
3,633

売上高

■■営業利益（左軸）
営業利益率（右軸）
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711

16.4
18.7 19.619.6

営業利益／営業利益率

■■EBITDA（左軸）
EBITDAマージン（右軸）
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0
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EBITDA／EBITDAマージン

2017年3月期のセグメント別業績報告・分析

auスマートバリュー契約数
auスマートバリューは、モバイルと固定の相互販売に

よって顧客基盤の拡大を続けています。また、auスマー
トバリュー契約者の解約率は、auスマートフォン単独の
契約に比べて低水準であり、リテンション強化にも貢献し
ています。

auスマートバリューの契約数は、auスマートバリュー
の提携パートナーの増加などにより、モバイルでは前期
末比111万増の1,266万契約、固定ブロードバンドの世
帯数では前期末比52万増の624万契約となりました。

2013.3 2014.3 2015.3 2016.3 2017.3
0

300

600

1,500

900

1,200
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386 358

705

933

459

1,155

572
624

1,266

■固定
■モバイル

業績概況
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バリューセグメント

業績概況
2017年3月期の売上高は、「auスマートパス」の会員

数の増加やau WALLET決済手数料収入の増加などによ
り付加価値ARPA収入が増加したことに加え、ジュピ
ターショップチャンネル株式会社の連結化に伴う増収な
どにより、前期比66.0%増の4,511億円となりました。

一方、営業利益は、ジュピターショップチャンネル株
式会社の連結効果に加え、オーガニックベースの増益も
あり、前期比31.3%増の959億円となりました。

2017年3月期のセグメント別業績報告・分析

■■営業利益（左軸）
営業利益率（右軸）

■■EBITDA（左軸）
EBITDAマージン（右軸）
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26.9
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売上高 営業利益／営業利益率 EBITDA／EBITDAマージン

付加価値ARPA
付加価値ARPAは、「auスマートパス」をはじめとする

パス系サービスの会員数が着実に増加していることに伴
う増収に加え、「au WALLET Market」やau WALLET決
済手数料収入などの成長も寄与し、前期比70円増の
510円となりました。

1Q 2Q 3Q 4Q
2016

1Q 2Q 3Q 4Q
2017

0

200

400

600（円）

440 510

430 430 440
480 470

500 510
560

auスマートパス／auスマートパスプレミアム会員数
「auスマートパス」におけるあんしんサービスや会員

特典施策などへのお客さまからの支持増大に加え、お客
さまのさらなる体験価値向上を目的としたauスマート
パスの進化プラン「auスマートパスプレミアム」の開始

（2017年1月）などにより、前年同月末比5.2％（+75
万）増の1,522万会員となりました。

2013.3 2014.3 2015.3 2016.3 2017.3
0

400

800
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1,025

1,289

1,447
1,522

（3月31日に終了した各決算期）

業績概況
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ビジネスセグメント

グローバルセグメント

業績概況
2017年3月期の売上高は、音声通話定額の導入に伴

うモバイル通信料収入の減少を、端末販売収入の増加や
KDDIまとめてオフィス株式会社などの子会社売上の増
加などで補い、前期比0.8%増の6,373億円となりま
した。

一方、営業利益は、ソリューション機器原価や販売手
数料などが増加したものの、通信設備使用料などが減少
したことにより、前期比17.4%増の721億円となりま
した。

業績概況
2017年3月期の売上高は、円高による為替の影響に

加え、前年より継続実施している米国コンシューマ事業
における採算性の低い事業の整理による収入減少などに
より、前期比5.8%減の2,772億円となりました。

同様に営業利益についても、為替影響や事業整理が影
響し、前期比24.9%減の242億円となりました。

0

400

200

600

800（十億円）

659 632 637

2015 2016 2017

売上高
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0

200

100

300

400

2015 2016 2017

（十億円）

279 294 277

‒20

10

0

‒10

20

40

30

2015 2016 2017

（十億円）

0

10.0

20.0

30.0

40.0（%）

32

24

‒15

8.78.710.9

‒10

0

30

20

10

40

50

2015 2016 2017

（十億円）

0

5.0

10.0

15.0

25.0

20.0

（%）

37

‒1

44

13.413.4
15.1

売上高 営業利益／営業利益率 EBITDA／EBITDAマージン

（3月31日に終了した各決算期）

（3月31日に終了した各決算期）

業績概況

業績概況
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百万円
2016 2017

資産

非流動資産

有形固定資産 ¥2,485,728 ¥2,428,445

のれん 449,707 477,873

無形資産 845,640 922,478

持分法で会計処理されている投資 71,011 92,371

その他の長期金融資産 112,809 183,081

繰延税金資産 103,388 124,467

その他の非流動資産 72,938 69,085

非流動資産合計 4,141,220 4,297,800

流動資産

棚卸資産 79,626 77,656

営業債権及びその他の債権 1,357,820 1,518,070

その他の短期金融資産 14,966 16,968

未収法人所得税 8,142 10,715

その他の流動資産 86,648 116,009

現金及び現金同等物 192,200 226,607

流動資産合計 1,739,403 1,966,025

資産合計 ¥5,880,623 ¥6,263,826

連結財務諸表　〉〉〉注記事項などの詳細情報は、当社WEBサイト掲載の「第33期 有価証券報告書」をご参照ください。

連結財政状態計算書
KDDI株式会社および子会社
2016年および2017年3月31日
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百万円
2016 2017

負債及び資本
負債

非流動負債
借入金及び社債 ¥  956,800 ¥  909,673
その他の長期金融負債 174,791 176,794
退職給付に係る負債 20,255 21,800
繰延税金負債 62,440 75,919
引当金 7,635 7,725
その他の非流動負債 153,299 141,290
非流動負債合計 1,375,219 1,333,201

流動負債
借入金及び社債 96,836 57,805
営業債務及びその他の債務 426,172 537,830
その他の短期金融負債 25,037 24,373
未払法人所得税 120,818 153,950
引当金 20,390 26,887
その他の流動負債 269,294 280,646
流動負債合計 958,548 1,081,491

負債合計 2,333,767 2,414,692

資本
親会社の所有者に帰属する持分

資本金 141,852 141,852
資本剰余金 368,245 298,046
自己株式 (210,861) (237,014)
利益剰余金 2,995,836 3,354,140
その他の包括利益累計額 13,570 (2,601)
親会社の所有者に帰属する持分合計 3,308,642 3,554,423

非支配持分 238,214 294,710
資本合計 3,546,856 3,849,133
負債及び資本合計 ¥5,880,623 ¥6,263,826
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百万円
2016 2017

売上高 ¥4,466,135 ¥4,748,259
売上原価 2,540,338 2,669,678
売上総利益 1,925,797 2,078,582
販売費及び一般管理費 1,107,573 1,173,562
その他の収益 12,866 11,244
その他の費用 3,677 6,042
持分法による投資利益 5,170 2,755
営業利益 832,583 912,976
金融収益 1,848 1,711
金融費用 19,638 13,273
その他の営業外損益 3,616 (5,517)
税引前当期利益 818,410 895,897
法人所得税費用 251,495 253,282
当期利益 ¥  566,914 ¥  642,615

当期利益の帰属
親会社の所有者 ¥  494,878 ¥  546,658
非支配持分 72,036 95,957

当期利益 ¥  566,914 ¥  642,615

円
2016 2017

親会社の所有者に帰属する１株当たり当期利益
基本的１株当たり当期利益 ¥197.73 ¥221.65
希薄化後１株当たり当期利益 197.71 221.60

連結損益計算書
KDDI株式会社および子会社
2016年および2017年3月期

連結包括利益計算書
KDDI株式会社および子会社
2016年および2017年3月期

百万円
2016 2017

当期利益 ¥566,914 ¥642,615

その他の包括利益
純損益に振り替えられることのない項目

確定給付型年金制度の再測定額 (24,393) (3,083)
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産の公正価値変動額 (3,256) (3,444)
持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分相当額 3,239 (1,635)
　合計 (24,410) (8,162)

純損益に振り替えられる可能性のある項目
キャッシュ・フロー・ヘッジ (4,909) 1,457
在外営業活動体の換算差額 (11,009) (13,581)
持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分相当額 434 (173)
　合計 (15,485) (12,297)

その他の包括利益合計 (39,894) (20,459)
当期包括利益合計 ¥527,020 ¥622,156

当期包括利益合計の帰属
親会社の所有者 ¥457,988 ¥527,581
非支配持分 69,032 94,575
　合計 ¥527,020 ¥622,156

（注） 上記の計算書の項目は税引後で開示しています。
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連結持分変動計算書
KDDI株式会社および子会社
2016年および2017年3月期

百万円

2015年4月1日～
2016年3月31日

親会社の所有者に帰属する持分 非支配持分 資本合計

資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金
その他の 

包括利益累計額 合計

2015年4月1日 ¥141,852 ¥369,722 ¥(161,822) ¥2,686,824 ¥ 27,462 ¥3,064,038 ¥158,974 ¥3,223,012

当期包括利益

当期利益 － － － 494,878 － 494,878 72,036 566,914

その他の包括利益 － － － － (36,890) (36,890) (3,004) (39,894)

当期包括利益合計 － － － 494,878 (36,890) 457,988 69,032 527,020

所有者との取引額等

剰余金の配当 － － － (162,860) － (162,860) (29,860) (192,720)

その他の包括利益 
累計額から利益 
剰余金への振替 － － － (22,998) 22,998 － － －

自己株式の取得 
及び処分 － (1,010) (49,039) － － (50,050) － (50,050)

企業結合による変動 － － － － － － 52,822 52,822

支配継続子会社に 
対する持分変動 － (1,846) － － － (1,846) (12,754) (14,599)

その他 － 1,379 － (8) － 1,371 － 1,371

所有者との 
取引額等合計 － (1,477) (49,039) (185,867) 22,998 (213,385) 10,208 (203,176)

2016年3月31日 ¥141,852 ¥368,245 ¥(210,861) ¥2,995,836 ¥ 13,570 ¥3,308,642 ¥238,214 ¥3,546,856

百万円

2016年4月1日～
2017年3月31日

親会社の所有者に帰属する持分 非支配持分 資本合計

資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金
その他の 

包括利益累計額 合計

2016年4月1日 ¥141,852 ¥368,245 ¥(210,861) ¥2,995,836 ¥ 13,570 ¥3,308,642 ¥238,214 ¥3,546,856

当期包括利益

当期利益 － － － 546,658 － 546,658 95,957 642,615

その他の包括利益 － － － － (19,077) (19,077) (1,382) (20,459)

当期包括利益合計 － － － 546,658 (19,077) 527,581 94,575 622,156

所有者との取引額等

剰余金の配当 － － － (185,446) － (185,446) (40,521) (225,967)

その他の 
包括利益累計額から
利益剰余金への振替 － － － (2,907) 2,907 － － －

自己株式の取得 
及び処分 － (57) (100,000) － － (100,056) － (100,056)

自己株式の消却 － (73,804) 73,804 － － － － －

企業結合による変動 － － － － － － 213 213

支配継続子会社に 
対する持分変動 － 2,979 － － － 2,979 1,226 4,205

その他 － 683 42 － (1) 725 1,002 1,727

所有者との 
取引額等合計 － (70,199) (26,153) (188,354) 2,907 (281,799) (38,079) (319,878)

2017年3月31日 ¥141,852 ¥298,046 ¥(237,014) ¥3,354,140 ¥ (2,601) ¥3,554,423 ¥294,710 ¥3,849,133
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連結キャッシュ・フロー計算書
KDDI株式会社および子会社
2016年および2017年3月期

百万円
2016 2017

営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期利益 ¥  818,410 ¥  895,897
減価償却費及び償却費 532,837 545,194
減損損失 5,873 37,488
持分法による投資損失（利益） (5,170) (2,755)
固定資産売却損失（利益） 461 137
受取利息及び受取配当金 (1,831) (1,705)
支払利息 13,325 10,872
営業債権及びその他の債権の減少額（増加額） (144,329) (171,903)
営業債務及びその他の債務の増加額（減少額） (47,932) 69,576
棚卸資産の減少額（増加額） 1,140 2,064
退職給付に係る資産の減少額（増加額） 26,035 －
退職給付に係る負債の増加額（減少額） 5,429 1,545
その他 (15,320) 26,195
小計 1,188,926 1,412,605
利息及び配当金の受取額 2,986 4,823
利息の支払額 (15,587) (9,330)
法人所得税の支払額 (291,998) (256,066)
法人所得税の還付額 212 9,041
営業活動によるキャッシュ・フロー合計 884,538 1,161,074

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 (343,290) (338,749)
有形固定資産の売却による収入 1,289 358
無形資産の取得による支出 (192,510) (180,823)
その他の金融資産の取得による支出 (1,691) (54,165)
その他の金融資産の売却または償還による収入 548 357
子会社の支配獲得による支出 (127,045) (61,711)
関連会社株式の取得による支出 (5,377) (23,073)
子会社株式売却による収入 － 18,711
その他 159 1,871
投資活動によるキャッシュ・フロー合計 (667,917) (637,225)

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入の純増加額（減少額） 17,316 (66,643)
社債発行及び長期借入による収入 184,000 7,000
社債償還及び長期借入返済による支出 (213,464) (74,963)
ファイナンス・リース債務の返済による支出 (26,382) (29,024)
非支配持分からの子会社持分取得による支出 (17,693) (1,583)
非支配持分からの払込みによる収入 212 6,139
自己株式の取得による支出 (50,019) (100,000)
配当金の支払額 (162,834) (185,430)
非支配持分への配当金の支払額 (30,140) (41,314)
その他 1 32
財務活動によるキャッシュ・フロー合計 (299,003) (485,784)

現金及び現金同等物に係る換算差額 (1,848) (3,545)
現金及び現金同等物の増加額（減少額） (84,230) 34,520
現金及び現金同等物の期首残高 276,317 192,087
現金及び現金同等物の期末残高（注） ¥  192,087 ¥  226,607

（注）連結財政状態計算書上の現金及び現金同等物と連結キャッシュ・フロー計算書上の現金及び現金同等物の差異は、当座借越です。
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会社概要
（2017年3月31日現在）

社 名 KDDI株式会社（英文名称：KDDI CORPORATION）

創 業 1984年6月1日

事 業 内 容 電気通信事業

本 社 所 在 地 〒102-8460 東京都千代田区飯田橋三丁目10番10号

本 店 所 在 地 〒163-8003 東京都新宿区西新宿二丁目3番2号

代表取締役社長 田中　孝司

資 本 金 141,852百万円

社 員 数 35,032名（連結ベース）

大株主

氏名又は名称 所有株式数（株） 出資比率（%）
持株比率 

（議決権比率）（%）

京セラ株式会社 335,096,000 12.78 13.62

トヨタ自動車株式会社 298,492,800 11.39 12.13

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 172,664,800 6.58 7.02

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 126,838,300 4.84 5.15

ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー 72,967,812 2.78 2.96

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 35,872,000 1.36 1.45

ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー505223 34,151,633 1.30 1.38

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4） 29,182,700 1.11 1.18

ステートストリートバンクウェストクライアント 
トリーティ505234 29,055,150 1.10 1.18

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口1） 26,605,400 1.01 1.08
（注）  当社は、自己株式160,937,512株を保有していますが、上記大株主から除いています。また、持株比率は自己株式を控除して計算しています。 

なお、自己株式には役員報酬BIP信託および株式付与ESOP信託が所有する当社株式（1,703,896株）を含んでいません

株式の状況
（2017年3月31日現在）

証券コード 9433

会社が発行する
株式の総数 4,200,000,000株

発行済株式総数 2,620,494,257株
（注）  2016年5月18日付の自己株式の消却に伴い、発行済株式の

総数は70,396,543株減少しています

株主総数 92,617名

所有者別分布状況

その他の法人
28.83%

金融機関
23.17%

個人・その他
（自己株式含む）
9.16%

外国法人など
36.22%

金融商品取引業者
2.62%

2,620百万株

*「  iPhone」は、米国および他の国々で登録されたApple Inc.の商標です 
iPhoneの商標は、アイホン株式会社のライセンスに基づき使用されています

*「Google Play」、Google Playロゴは、Google Inc.の商標です
*  その他会社名、各製品名は、一般に各社の登録商標または商標です
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